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(57)【要約】
導電性の金属材料を溶融させる装置は、第一の形状を有
する断面外形を含む収束した電子フィールドを作り出す
構成とされた補助イオンプラズマ電子エミッタを備えて
いる。該装置は、収束した電子フィールドを導電性の金
属材料の少なくとも一部分に衝突させ、導電性の金属材
料の任意の凝固部分、導電性の金属材料中の任意の固体
の凝縮体及び／又は凝固するインゴットの領域の溶融又
は加熱の少なくとも１つを行う構成とされたステアリン
グシステムを備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
導電性の金属材料を溶融させる装置において、
　真空室と、
　該真空室内に配置された炉床（ｈｅａｒｔｈ）と、
　前記真空室内に又は前記真空室に隣接して配置された少なくとも１つのイオンプラズ電
子エミッタであって、第一の断面積を有する第一の電子フィールドであって、導電性の金
属材料をその溶融温度まで加熱するのに十分なエネルギを有する前記第一の電子フィール
ドを前記真空室内に向けるよう位置決めされた前記少なくとも１つのイオンプラズ電子エ
ミッタと、
　少なくとも１つの鋳型と、炉床から導電性の金属材料を受け取るよう位置決めされた噴
霧装置と、
前記真空室内に又は前記真空室に隣接して配置された補助イオンプラズマ電子エミッタで
あって、第二の断面積を有する第二の電子フィールドであって、導電性の金属材料の加熱
部分の少なくとも１つを少なくともその溶融温度まで加熱し、導電性の金属材料中の任意
の固体の凝縮物を溶融させ、且つ形成するインゴットの領域に熱を提供するのに十分なエ
ネルギを有する前記第二の電子フィールドを前記真空室内に向けるよう位置決めされた前
記補助イオンプラズマ電子エミッタとを備え、
前記第一の電子フィールドの第一の断面積は、前記第二の電子フィールドの第二の断面積
と相違しており、前記補助イオンプラズマ電子エミッタにより放出された第二の電子フィ
ールドはステア可能（ｓｔｅｅｒａｂｌｅ）である、導電性の金属材料を溶融させる装置
。
【請求項２】
請求項１に記載の装置において、
　導電性の金属材料を炉床の少なくとも１つの領域に上方の位置にて前記真空室内に導入
する構成とされた少なくとも１つの供給装置を更に備える、装置。
【請求項３】
請求項２に記載の装置において、
　前記供給装置及び少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタは、該少なくとも１つ
のイオンプラズマ電子エミッタにより放出された第一の電子フィールドが、前記供給装置
により前記真空室内に導入された導電性の金属材料に少なくとも部分的に衝突するように
配置される、装置。
【請求項４】
請求項１に記載の装置において、
　前記炉床は、溶融材料の保持領域を含み、前記炉床及び少なくとも１つのイオンプラズ
マ電子エミッタは、該少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタにより放出された第
一の電子フィールドが、前記溶融材料の保持領域に少なくとも部分的に衝突するように配
置される、装置。
【請求項５】
請求項１に記載の装置において、
　前記少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタは、陽イオンプラズマを作り出す構
成とされた電極を含むプラズマ領域を備える、装置。
【請求項６】
請求項５に記載の装置において、
　前記電極は、前記プラズマ領域の一部分に沿って位置決めされたワイヤーを備える、装
置。
【請求項７】
請求項５に記載の装置において、
　前記少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタは、カソードを負に帯電させる構成
とされた高電圧の電源と電気的に接続されたカソードを含むカソード領域を更に備え、該
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カソードは、前記電極により発生された陽イオンが前記カソードに向けて加速され、且つ
該カソードと衝突し、これにより前記第一の電子フィールドを前記カソードから解放する
ように前記電極に対して位置決めされる、装置。
【請求項８】
請求項７に記載の装置において、
　前記少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタは、電子透過性のフォイル窓部を更
に備え、該フォイル窓部は、前記真空室の壁内に位置決めされ、これにより、前記カソー
ドから解放された前記第一の電子フィールドが前記フォイル窓部を通じて前記真空室に入
るのを許容するようにした、装置。
【請求項９】
請求項７に記載の装置において、
　前記高電圧の電源は、前記カソードを２０，０００ボルト以上の負の電圧に給電する、
装置。
【請求項１０】
請求項１に記載の装置において、
　前記少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタは、前記真空室内に開口し、前記第
一の電子フィールドが前記少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタから、電子透過
性の窓部を通ることなく、前記真空室内に直接、通るようにした、装置。
【請求項１１】
請求項１に記載の装置において、該装置は、電子ビーム冷間炉床の溶融炉であり、前記導
電性の金属材料は、チタン、チタン合金、タングステン、ニオブ、タンタル、白金、パラ
ジウム、ジルコ二ウム、イリジウム、ニッケル、ニッケル系合金、鉄、鉄系合金、コバル
ト、及びコバルト系合金から選ばれた材料の少なくとも１つである、装置。
【請求項１２】
請求項１に記載の装置において、
　前記第一の電子フィールドの前記第一の断面積は、広い面積の電子フィールドである、
装置。
【請求項１３】
請求項１に記載の装置において、
　前記第一の電子フィールドの前記第一の断面積は、前記第二の電子フィールドの前記第
二の断面積よりも大きい、装置。
【請求項１４】
請求項１に記載の装置において、
　前記第二の電子フィールドの前記第二の断面積は、実質的に円形の断面外形及び実質的
に矩形の断面外形の何れか１つを有する、装置。
【請求項１５】
請求項１に記載の装置において、
前記補助イオンプラズマ電子エミッタから放出された前記第二の電子フィールドをステア
するステアリング装置を更に備える、装置。
【請求項１６】
請求項１に記載の装置において、
　前記第二の電子フィールドは、ラスター走査して、前記導電性の金属材料の一部分のそ
の溶融温度までの加熱、前記導電性の金属材料内の固体の凝縮物の溶融、及び形成するイ
ンゴットの領域に対する熱の提供の少なくとも１つを許容するような構成とされる、装置
。
【請求項１７】
請求項１に記載の装置において、
　前記補助イオン電子プラズマ電子エミッタは、陽イオンプラズマを作り出す構成とされ
た電極を含むプラズマ領域を備える、装置。
【請求項１８】
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請求項１７に記載の装置において、
　前記電極は、前記炉床の少なくとも一部分の上方の位置にて導電性の金属材料を真空室
内に導入する構成とされた供給装置の反対側の真空室の一端に近接して前記プラズマ領域
内に位置決めされたワイヤーを備える、装置。
【請求項１９】
請求項１７に記載の装置において、
　前記補助イオンプラズマ電子エミッタは、カソードを負に帯電させる構成とされた高電
圧の電源と電気的に接続されたカソードを含むカソード領域を更に備え、該カソードは、
前記電極により発生された陽イオンが前記カソードに向けて加速され、且つ該カソードと
衝突し、これにより前記第二の電子フィールドを前記カソードから解放するように前記電
極に対して位置決めされる、装置。
【請求項２０】
請求項１９に記載の装置において、
　前記電極及び前記カソードの少なくとも一方は、実質的に円形の形状であり、前記第二
の電子フィールドに対して実質的に円形の断面外形を形成するようにした、装置。
【請求項２１】
請求項１９に記載の装置において、
　前記電極及び前記カソードの少なくとも一方は、実質的に矩形の形状であり、前記第二
の電子フィールドに対して実質的に矩形の断面外形を形成するようにした、装置。
【請求項２２】
請求項１９に記載の装置において、
　前記補助イオンプラズマ電子エミッタは、電子透過性のフォイル窓部を更に備え、該フ
ォイル窓部は、前記真空室の壁内に位置決めされ、これにより、前記カソードから解放さ
れた前記第二の電子フィールドが前記フォイル窓部を通じて前記真空室に入るのを許容す
るようにした、装置。
【請求項２３】
請求項１９に記載の装置において、
　前記カソードは、高い溶融温度及び低い作用関数を有する挿入体を更に備える、装置。
【請求項２４】
請求項１９に記載の装置において、
　前記高電圧の電源は、前記カソードを２０，０００ボルト以上の負の電圧に給電する、
装置。
【請求項２５】
請求項１に記載の装置において、
　前記補助イオンプラズマ電子エミッタは、前記真空室内に開口し、前記第二の電子フィ
ールドが前記補助イオンプラズマ電子エミッタから、電子透過性の窓部を通ることなく、
前記真空室内に直接、通るようにした、装置。
【請求項２６】
導電性の金属材料を溶融させる装置において、
　真空室と、
該真空室内に配置された炉床と、
導電性の金属材料を溶融させる構成とされた溶融装置と、
　少なくとも１つの鋳型と、炉床から溶融した導電性の金属材料を受け取るよう位置決め
された噴霧装置と、
　前記真空室内に又は前記真空室に隣接して配置された補助イオンプラズマ電子エミッタ
であって、所定の断面積を有する収束した電子フィールドであって、導電性の金属材料の
溶融部分、導電性の金属材料中の溶融した固体の凝縮物、及び凝固するインゴットの加熱
領域の少なくとも１つに対する十分なエネルギを有する、前記収束した電子フィールドを
前記真空室内に向けるよう位置決めされた前記補助イオンプラズマ電子エミッタとを更に
備え、
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　前記収束した電子フィールドは、収束した電子フィールドをステアして、該収束した電
子フィールドを導電性の金属材料、固体の凝縮物、及び凝固するインゴットの各部分の少
なくとも一つに向けることができるようにした、装置。
【請求項２７】
請求項２６に記載の装置において、
　前記溶融装置は、前記真空室内に又は前記真空室に隣接して配置され、且つ前記導電性
の金属材料をその溶融温度まで加熱するのに十分なエネルギを有する広い面積の電子フィ
ールドを前記真空室内に向けるよう位置決めされた少なくとも１つのイオンプラズマ電子
エミッタを備える、装置。
【請求項２８】
請求項２６に記載の装置において、
　前記溶融装置は、前記導電性の金属材料をその溶融温度まで加熱するのに十分なエネル
ギを有する電子ビームを放出する構成とされた少なくとも１つの熱イオン電子ビーム銃を
備える、装置。
【請求項２９】
導電性の金属材料を溶融させる装置において、
　第一の形状の断面外形を含む収束した電子フィールドを作り出す構成とされた補助イオ
ンプラズマ電子エミッタと、
　収束した電子フィールドを方向付けして該収束した電子フィールドを導電性の金属材料
の少なくとも一部分上に衝突させ、導電性の金属材料の任意の凝固部分を溶融させ、導電
性の金属材料中の任意の固体の凝縮物を溶融させ、及び形成されるインゴットの領域を加
熱することの少なくとも１つを行なう構成とされたステアリングシステムとを備える、装
置。
【請求項３０】
請求項２９に記載の装置において、
　第二の形状を有する電極と、
　第三の形状を有するカソードとを更に備え、
　前記第一の形状は前記第二の形状及び前記第三の形状の少なくとも一方に実質的に類似
している、装置。
【請求項３１】
請求項２９に記載の装置において、
　前記第一の形状は、実質的に円形の形状及び実質的に矩形の形状の何れか一方である、
装置。
【請求項３２】
請求項３１に記載の装置において、
　前記補助イオンプラズマ電子エミッタは、実質的に円形のワイヤー電極と、実質的に円
形の断面外形を有する収束した電子フィールドを作り出す構成とされた実質的に円形のカ
ソードとを備える、装置。
【請求項３３】
請求項３１に記載の装置において、
　前記補助イオンプラズマ電子エミッタは、実質的に矩形の電極と、実質的に矩形の断面
外形を有する収束した電子フィールドを作り出す構成とされた実質的に矩形のカソードと
を備える、装置。
【請求項３４】
材料を加工する方法において、
　金属及び金属合金の少なくとも一方を含む材料を雰囲気圧力に対して低圧力に維持され
た炉室内に導入するステップと、
　少なくとも第一のイオンプラズマ電子エミッタを使用して第一の断面積を有する第一の
電子フィールドを発生させるステップと、
　炉室内の材料に対し第一の電子フィールドを作用させ、材料を該材料の溶融温度よりも
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高い温度まで加熱するステップと、
　第二のイオンプラズマ電子エミッタを使用して、第二の断面積を有する第二の電子フィ
ールドを発生させるステップと、
　材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分、及び凝固するインゴットの領域
の少なくとも一つに対し、ステアシステムを使用して第二の電子フィールドを作用させ、
固体の凝縮物、凝固部分及び凝固するインゴットの領域の少なくとも１つを溶融させ又は
加熱するステップとを更に備え、
　第一の電子フィールドの第一の断面積は、第二の電子フィールドの第二の断面積と相違
するようにした、材料を加工する方法。
【請求項３５】
請求項３４に記載の方法において、
　前記材料は、チタン、チタン合金、タングステン、ニオブ、タンタル、白金、パラジウ
ム、ジルコニウム、イリジウム、ニッケル、ニッケル系合金、鉄、鉄系合金、コバルト、
及びコバルト系合金の少なくとも１つから成る、方法。
【請求項３６】
請求項３４に記載の方法において、
　前記材料に対して少なくとも第一の電子フィールドを作用させた後又は作用させると同
時に、前記材料から鋳物又は粉体を形成するステップを更に備える、方法。
【請求項３７】
請求項３４に記載の方法において、
　チタン、チタン合金、タングステン、ニオブ、タンタル、白金、パラジウム、ジルコニ
ウム、イリジウム、ニッケル、ニッケル系合金、鉄、鉄系合金、コバルト、及びコバルト
系合金から成る群から選んだ少なくとも１つの導電性材料を前記炉室内に導入するステッ
プと、
　選択的に、少なくとも１つの合金添加物を前記材料に添加するステップと、
　前記材料に対して第一の電子フィールドを作用させた後又は作用させると同時に、前記
材料から鋳物又は粉体を形成するステップとを更に備える、方法。
【請求項３８】
請求項３４に記載の方法において、
　前記第一のイオンプラズマ電子エミッタ及び前記第二のイオンプラズマ電子エミッタ内
にて前記炉室内の圧力と実質的に同一の圧力を維持するステップを更に備える、方法。
【請求項３９】
請求項３４に記載の方法において、
　前記炉室内にて前記第一のイオンプラズマ電子エミッタ及び前記第二のイオンプラズマ
電子エミッタ内の圧力よりも低い圧力を維持するステップを更に備える、方法。
【請求項４０】
請求項３４に記載の方法において、
　前記炉室内にて４０μ以上の圧力を維持し、炉室内にて材料を加熱する間、材料から揮
発性成分（ｖｏｌａｔｉｌｅ　ｅｌｅｍｅｎｔｓ）の望ましくない気化を減少させ又は解
消するステップを更に備える、方法。
【請求項４１】
請求項３４に記載の方法において、
　前記炉室内にて３００μ以上の圧力を維持し、炉室内にて材料を加熱する間、材料から
揮発性成分の望ましくない気化を減少させ又は解消するステップを更に備える、方法。
【請求項４２】
請求項３４に記載の方法において、
　前記第一の電子フィールドの第一の断面積は前記第二の電子フィールドの第二の断面積
よりも大きい、方法。
【請求項４３】
請求項３４に記載の方法において、
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　固体の凝縮物、凝固した部分、及び凝固するインゴットの領域の１つの上方にて前記第
二の電子フィールドをラスター走査し、固体の凝縮物、凝固した部分、及び凝固するイン
ゴットの領域の１つを溶融させ又は加熱するステップを更に備える、方法。
【請求項４４】
請求項３４に記載の方法において、
　前記第二の電子フィールドを磁気式ステアリングシステムを使用して、固体の凝縮物、
凝固した部分、及び凝固するインゴットの領域の何れか１つに向けるステップを更に備え
る、方法。
【請求項４５】
請求項３４に記載の方法において、
　前記第二の電子フィールドは、実質的に円形の断面外形と、実質的に矩形の断面外形の
何れか一方を有する、方法。
【請求項４６】
材料を加工する方法において、
　金属及び金属合金の少なくとも一方を含む材料を雰囲気圧力に対して低い圧力に維持さ
れた炉室内に導入するステップと、
　炉室内の材料に対し、材料をその材料の溶融温度よりも高い温度まで加熱する構成とさ
れた溶融装置を作用させるステップと、
　補助イオンプラズマ電子エミッタを使用して、収束した電子フィールドを発生させるス
テップと、
　材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分、及び凝固するインゴットの領域
の少なくとも１つに対し、ステアリングシステムを使用して、収束した電子フィールドを
作用させ、固体の凝縮物、凝固部分、及び凝固するインゴットの領域の少なくとも１つを
溶融させ又は加熱するステップとを更に備える、方法。
【請求項４７】
請求項４６に記載の方法において、
　前記溶融装置は、電子ビームを放出する構成とされた少なくとも１つの熱イオン電子ビ
ーム銃を備える、方法。
【請求項４８】
請求項４６に記載の方法において、
　前記溶融装置は、少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミッタを備える、方法。
【請求項４９】
材料を加工する方法において、
　補助イオンプラズマ電子エミッタを使用して第一の形状を有する断面外形を含む収束し
た電子フィールドを発生させるステップと、
　収束した電子フィールドをステアして、収束した電子フィールドを材料に衝突させるス
テップと、材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分、及び凝固するインゴッ
トの領域の少なくとも１つを溶融させ又は加熱するステップとを備える、方法。
【請求項５０】
請求項４９に記載の方法において、
　第二の形状を有する電極と、第三の形状を有するカソードとを使用して、収束した電子
フィールドを発生させるステップを更に備え、前記第一の形状は、前記第二の形状及び第
三の形状の少なくとも一方に実質的に類似する、方法。
【請求項５１】
請求項４９に記載の方法において、
　補助イオンプラズマ電子エミッタを使用して実質的に円形の断面外形及び実質的に矩形
の断面外形の一方を有する収束した電子フィールドを発生させるステップを更に備える、
方法。
【請求項５２】
請求項５１に記載の方法において、
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　実質的に円形の電極及び実質的に円形のカソードを使用して、収束した電子フィールド
を発生させるステップを更に備える、方法。
【請求項５３】
請求項５１に記載の方法において、
　実質的に矩形の電極及び実質的に矩形のカソードを使用して、収束した電子フィールド
を発生させるステップを更に備える、方法。
【請求項５４】
溶融炉内にて導電性材料を溶融させる電子フィールドを発生させる方法において、
　第一の非線形の形状を有するアノードを提供するステップと、
　該アノードに電圧を印加するステップと、
　前記アノードにて正カチオンを保持するプラズマを作り出すステップと、
　第二の形状を有するカソードを提供するステップと、
　該カソードを前記アノードに対して位置決めするステップと、
　前記カソードを負に帯電する構成とされた電圧を該カソードに印加するステップと、
　前記正のカチオンを前記カソードに向けて加速し、自由な第二の電子を発生させるステ
ップと、
　前記アノードの第一の非線形の形状に相応する第三の断面外形を有する電子フィールド
を前記自由な第二の電子を使用して形成するステップと、を備える方法。
【請求項５５】
請求項５４に記載の方法において、
　前記電子フィールドの第三の形状は、前記カソードの第二の形状に相応する、方法。
【請求項５６】
請求項５５に記載の方法において、
　前記電子フィールドの第三の形状は、前記カソードの前記第二の形状と実質的に同一で
ある、方法。
【請求項５７】
請求項５４に記載の方法において、
　前記アノードは、ワイヤー、導電性の薄い板、導電性の薄いシート、導電性の薄いフォ
イルの１つを備える、方法。
【請求項５８】
請求項５４に記載の方法において、
　前記電子フィールドの第三の形状は、前記アノードの第一の非線形の形状と実質的に同
一である、方法。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　［０００１］　本出願は、米国法３５Ｕ．Ｓ．Ｃ第１２０に基づく優先権を主張し、且
つ２００７年３月３０日付けで出願した米国仮特許出願第第６０／９０９，１１８号に対
して米国法３５Ｕ．Ｓ．Ｃ第１１９に基づく優先権を主張する、２００８年３月２６日付
けで出願した、米国特許出願第１２／０５５，４１５号の一部継続出願である。上記の先
の出願の双方は、その内容の全体を参考として引用し本明細書に含めてある。
【技術分野】
【０００２】
　［０００２］　本発明は、金属及び金属合金（以下、「合金」という）を溶融させる装
置及び技術に関する。本発明は、より特定的には、電子を利用して、合金を及び（又は）
溶融した合金中に形成された凝縮物を溶融させ又は加熱する装置及び技術に関するもので
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
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【特許文献１】米国特許第４，０２５，８１８号明細書
【特許文献２】米国特許第４，６４２，５２２号明細書
【特許文献３】米国特許第４，６９４，２２２号明細書
【特許文献４】米国特許第４，７５５，７２２号明細書
【特許文献５】米国特許第４，７８６，８４４号明細書
【背景技術】
【０００４】
　［０００３］　合金の溶融方法は、適当な材料の装入物を製造し、次に、その装入物を
溶融させる工程を含む。次に、その溶融した装入物、すなわち「溶融体」を精製し、且つ
（又は）処理して、溶融体の化学的性質を改質し、溶融体から望ましくない成分を除去し
、且つ（又は）溶融体から鋳造した物品の微細構造に影響を与えることができる。溶融炉
は電気又は化石燃料の燃焼の何れかによって運転し、また、適当な装置の選択は、製造さ
れる材料の型式のみならず、相対的なコスト及び適用される環境上の規制によって大きく
左右される。今日、多様な溶融技術及び装置が利用可能である。一般的な型式の溶融技術
は、例えば、誘導溶融（真空誘導溶融を含む）、アーク溶融（真空アークスカル溶融を含
む）、るつぼ溶融、及び電子ビーム溶融を含む。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　［０００４］　電子ビーム溶融法は、通常、熱イオン電子ビーム銃を利用して、高エネ
ルギの実質的に線形の電子流れを発生させ、この電子流れを使用して標的の材料を加熱す
る。熱イオン電子ビーム銃は、電流をフィラメントまで流することにより作動し、これに
よりフィラメントを高温度まで加熱し、電子を「沸騰」させてフィラメントから分離させ
る。次に、フィラメントから発生された電子を収束させ、且つ極めて狭小な、実質的に線
形の電子ビームの形態にて標的に向けて加速させる。１つの型式のイオンプラズマ電子ビ
ーム銃は合金溶融体を製造するためにも使用されている。特定的には、１９９４年の電子
ビーム溶融に関する国際会議（ネバダ州、レノ）、２５９－２６７ページにおけるＶ．Ａ
．シェルノフ（Ｃｈｅｒｎｏｖ）による「強力な高電圧グロー放電電子銃及びその基部の
パワーユニット（Ｐｏｗｅｒｆｕｌ　Ｈｉｇｈ－Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｇｌｏｗ　Ｄｉｓｃｈ
ａｒｇｅ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｇｕｎ　ａｎｄ　Ｐｏｗｅｒ　Ｕｎｉｔ　ｏｎ　ｉｔｓ　
Ｂａｓｅ）、に記載された「グロー放電（ｇｌｏｗ　ｄｉｓｃｈａｒｇｅ）」電子ビーム
銃は、ウクライナ、キエフのアンタレス（Ａｎｔａｒｅｓ）から入手可能な特定の溶融炉
に組み込まれている。かかる装置は、カチオンを含む冷間プラズマを作り出すことにより
作動し、そのカチオンは、カソードにぶつかり、電子を作り出し、この電子を収束させて
、実質的に線形の電子ビームを形成する。
【０００６】
　［０００５］　上記型式の電子ビーム銃によって作り出された実質的に線形の電子ビー
ムは、電子ビーム溶融炉の真空溶融室内に向けられ、且つ溶融すべき且つ溶融状態に維持
すべき材料に衝突させる。電子を導電性材料を通して伝導することはその材料を急速に、
特定の溶融温度以上の温度まで加熱することになる。例えば、約１００ｋＷ／ｃｍ２とな
る実質的に線形の電子ビームの高エネルギを考えるならば、線形の電子ビーム銃は、極め
て高温度の熱源であり、実質的に線形のビームが衝突する材料の溶融温度、また、場合に
よっては、その気化温度を容易に上回る可能性がある。磁気偏向又は類似の方向決め手段
を使用すれば、実質的に線形の電子ビームを溶融室内にて標的の材料を渡って高周波数に
てラスター走査し、ビームを広い面積を渡り、且つ多数の複雑な形状を有する標的を渡っ
て向けることが可能である。
【０００７】
　［０００６］　電子ビーム溶融法は表面加熱法であるため、この方法は、通常、浅い溶
融プールしか作り出さず、このことは、鋳造したインゴットの多孔質巣及び偏析を少なく
する点にて有益である。電子ビームにより作り出された過熱した金属プールは、炉の溶融
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室の高い真空環境内に配置されるため、この技術は、溶融材料のガス抜きをする傾向とな
る点にても有益である。また、相対的に高い蒸気圧力を有する合金内の望ましくない金属
及び非金属組成物は、溶融室内にて選択的に気化させ、これにより合金の純度を向上させ
ることができる。他方、高度に収束させた実質的に線形の電子ビームにより作り出された
望ましい組成物の気化について考慮しなければならない。望ましくない気化は製造時のフ
ァクタとしなければならず、また、電子ビーム溶融炉を使用するとき、合金の製造を著し
く複雑にするであろう。
【０００８】
　［０００７］　色々な溶融及び精製方法は、熱イオン電子銃を使用して供給材料を電子
ビームにて溶融させる工程を含む。滴下（Ｄｒｉｐ）溶融法は、例えば、タンタル及びニ
オブのような耐火性金属を加工するため熱イオン電子ビーム銃溶融炉にて使用される古典
的方法である。通常、バーの形態をした原材料は、炉室内に供給され、且つバーにて収束
させた線形の電子ビームは、材料を直接、固定鋳型及び又は引抜き鋳型に滴下溶融させる
。引抜き鋳型内にて鋳造するとき、インゴットの底部を引抜くことにより、成長するイン
ゴットの頂部に液体プールレベルが維持される。上述したガス抜き及び選択的な気化現象
の結果、供給材料は精製される。
【０００９】
　　［０００８］　電子ビーム冷間炉床溶融技術（ｅｌｅｃｔｒｏｎ　ｂｅａｍ　ｃｏｌ
ｄｈｅａｒｔｈ　ｍｅｌｔｉｎｇ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）は、一般に反応性金属及び合金
の加工及び再利用工程にて使用される。供給材料は、実質的に線形の電子ビームを供給材
料バーの一端に衝突させることにより、滴下溶融させる。溶融した供給材料は、水冷式銅
炉床の一端領域内に滴下し、保護スカルを形成する。溶融材料が炉床内に集まると、この
材料は溢れ出て、且つ重力によって引抜き鋳型又はその他の鋳造装置内に落下する。炉床
内での溶融材料の休止時間中、実質的に線形の電子ビームは、急速に、材料の表面を渡っ
てラスター走査され、その材料を溶融形態に保持する。このことは、また、高い蒸気圧力
の成分の気化を通じて溶融材料をガス抜きし且つ精製する効果を有する。また、炉床は、
高密度及び低密度の固体介入物の重力による分離を促進する寸法とすることもでき、その
場合、酸化物及びその他の相対的に低密度の介入物は、解離を許容するのに十分な時間溶
融金属内に止まる一方、高密度の粒子は底部に沈着し、且つスカル内に取り込まれる。
【００１０】
　［００0９］　従来の電子ビーム溶融技術の色々な利点を考えるならば、この技術を更
に改良することは更に有益であろう。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　［００１０］　本発明の１つの非限定的な特徴に従い、導電性の金属材料を溶融させる
装置が記載されている。該装置は、真空室と、真空室内に配置された炉床と、真空室内に
又は真空室に隣接して配置され、且つ第一の断面積を有する第一の電子フィールドを真空
室内に向けるよう位置決めされた少なくとも１つのイオンプラズ電子エミッタとを備えて
いる。第一の電子フィールドは、導電性の金属材料をその溶融温度まで加熱するのに十分
なエネルギを有している。該装置は、少なくとも１つの鋳型と、炉床から導電性の金属材
料を受け取るよう位置決めされた噴霧装置と、真空室内に又は真空室内に隣接して配置さ
れ、且つ、第二の断面積を有する第二の電子フィールドを真空室内に向けるよう位置決め
された補助イオンプラズマ電子エミッタとを更に備えている。第二の電子フィールドは、
導電性の金属材料の加熱部分をその溶融温度まで加熱し、導電性の金属材料中の任意の固
体の凝縮物を溶融させ、且つ形成するインゴットの領域に熱を提供する小鳥少なくとも１
つを行うのに十分なエネルギを有している。第一の電子フィールドの第一の断面積は、第
二の電子フィールドの第二の断面積と相違している。補助イオンプラズマ電子エミッタに
より放出された第二の電子フィールドはステア可能である。
【００１２】
　［００１１］　本発明の別の非限定的な実施の形態に従い、導電性の金属材料を溶融さ
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せる装置が記載されている。該装置は、真空室と、真空室内に配置された炉床と、導電性
の金属材料を溶融させる構成とされた溶融装置とを備えている。該装置は、少なくとも１
つの鋳型と、炉床から溶融した導電性の金属材料を受け取るよう位置決めされた噴霧装置
と、真空室内に又は真空室に隣接して配置され、且つある断面積を有する収束した電子フ
ィールドを真空室内に向けるよう位置決めされた補助イオンプラズマ電子エミッタとを更
に備えている。収束した電子フィールドは、導電性の金属材料の一部分を溶融させ、導電
性の金属材料中の固体の凝縮物を溶融させ、且つ凝固するインゴットの領域を加熱するこ
との少なくとも１つを行うのに十分なエネルギを有している。収束した電子フィールドを
ステアして、収束した電子フィールドを導電性の金属材料、固体の凝縮物、及び凝固する
インゴットの少なくとも一部分に向けることができる。
【００１３】
　［００１２］　本発明の更に別の非限定的な特徴に従い、導電性の金属材料を溶融させ
る装置が記載されている。該装置は、第一の形状を有する断面外形を含む収束した電子フ
ィールドを作り出す構成とされた補助イオンプラズマ電子エミッタを備えている。該装置
は、収束した電子ビームを向けて導電性の金属材料の少なくとも一部分上にて収束した電
子フィールドに衝突し、導電性の金属材料の任意の凝固部分を溶融させ、導電性の金属材
料中の任意の固体の凝縮物を溶融させ、及び形成するインゴットの領域を加熱することの
少なくとも１つを行なう構成とされたステアリングシステムを更に備えている。
【００１４】
　［００１３］　本発明の更なる特徴に従い、ある材料を加工する方法が提供される。該
方法は、金属及び金属合金の少なくとも一方を含む材料を雰囲気圧力に対して低圧力に維
持された炉室内に導入するステップと、少なくとも第一のイオンプラズマ電子エミッタを
使用して第一の断面積を有する第一の電子フィールドを発生させるステップとを備えてい
る。該方法は、炉室内の材料に対し第一の電子フィールドを作用させ、材料を該材料の溶
融温度よりも高い温度まで加熱するステップと、第二のイオンプラズマ電子エミッタを使
用して、第二の断面積を有する第二の電子フィールドを発生させるステップとを更に備え
ている。該方法は、材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分、及び凝固する
インゴットの領域の少なくとも一方に対し、ステアシステムを使用して第二の電子フィー
ルドを作用させ、固体の凝縮物、凝固部分及び凝固するインゴットの領域の少なくとも１
つを溶融させ又は加熱するステップを更に備えている。第一の電子フィールドの第一の断
面積は、第二の電子フィールドの第二の断面積と相違する。
【００１５】
　［００１４］　本発明の更なる特徴に従い、ある材料を加工する方法が提供される。該
方法は、金属及び金属合金の少なくとも一方を含む材料を雰囲気圧力に対して低い圧力に
維持された炉室内に導入するステップと、炉室内の材料に対し、材料をその材料の溶融温
度よりも高い温度まで加熱する構成とされた溶融装置を作用させるステップとを備えてい
る。該方法は、補助イオンプラズマ電子エミッタを使用して収束した電子フィールドを発
生させるステップと、材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分、及び凝固す
るインゴットの領域の少なくとも１つに対し、ステアリングシステムを使用して収束した
電子フィールドを作用させ、固体の凝縮物、凝固部分、及び凝固するインゴットの領域の
少なくとも１つを溶融させ又は加熱するステップとを更に備えている。
【００１６】
　［００１５］　本発明の更なる特徴に従い、ある材料を加工する方法が提供される。該
方法は、補助イオンプラズマ電子エミッタを使用して第一の形状を有する断面外形を含む
収束した電子フィールドを発生させるステップと、収束した電子フィールドをステアして
、収束した電子フィールドを材料に衝突させ、材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意
の凝固部分、及び凝固するインゴットの領域の少なくとも１つを溶融させ又は加熱するス
テップとを備えている。
【００１７】
　［００１６］　本発明の更なる特徴に従い、溶融炉内の導電性材料を溶融させる電子フ
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ィールドを発生させる方法が提供される。該方法は、第一の非線形の形状を有するアノー
ドを提供するステップと、アノードに電圧を印加するステップと、アノードにて正カチオ
ンを保持するプラズマを発生させるステップとを備えている。該方法は、第二の形状を有
するカソードを提供するステップと、カソードをアノードに対して位置決めするステップ
と、カソードに対し電圧を印加するステップとを更に備えている。電圧は、カソードを負
に帯電させる設定される。該方法は、正カチオンをカソードに向けて加速して自由な二次
的電子を発生させるステップと、該自由な二次的電子を使用して電子フィールドを形成す
るステップとを更に備えている。該電子フィールドは、第三の形状を有する断面外形を備
えている。該第三の形状は、アノードの第一の非線形の形状に相応する。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
　［００１７］　本明細書に記載した装置及び方法の特徴及び有利な効果は、以下の添付
図面を参照することにより、一層良く理解することができる。
【図１】従来の熱イオン電子ビーム銃溶融炉の１つの実施の形態の概略断面図である。
【図２】ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの１つの特定の構成要素を示す概略図
である。
【図３】本発明に従った多数のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタを含む電子ビー
ム冷間炉床溶融炉の１つの非限定的な実施の形態を示す概略断図である。
【図４】ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの１つの非限定的な実施の形態を示す
概略図である。
【図５】電子源としてワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタを含む電子ビーム溶融炉
の本発明に従った１つの非限定的な実施の形態を示す概略図である。
【図６】本発明に従った電子ビーム溶融炉内にて使用し得るようにすることができるワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの１つの非限定的な実施の形態の一部断面図とした
斜視図である。
【図７】図６に示したワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの作用を示す線図である
。
【図８】本発明に従った電子ビーム冷間炉床溶融炉の１つの実施の形態を示す概略断面図
である。
【図９】本発明に従った多数イオンプラズマ電子エミッタ及び補助イオンプラズマ電子エ
ミッタを含む電子ビーム冷間炉床溶融炉の１つの非限定的な実施の形態を示す概略断面図
である。
【図１０】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタを含む電子ビーム冷間炉床溶
融炉の１つの非限定的な実施の形態を示す概略断面図である。
【図１１】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタ用のステアリングシステムの
１つの非限定的な実施の形態を示す概略図である。
【図１２】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタ用のステアリングシステムの
１つの非限定的な実施の形態の頂面斜視図を示す概略図である。
【図１３】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタの１つの非限定的な実施の形
態の頂面図を示す斜視図である。
【図１４】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタの１つの非限定的な実施の形
態の頂面図を示す別の概略図である。
【図１５】本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタの１つの非限定的な実施の形
態の頂面図を示す更に別の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　［００３３］　読者は、本発明による装置及び方法の特定の非限定的な実施の形態に関
する以下の詳細な説明を読むことにより、その他の事項のみならず、上記の詳細が理解さ
れよう。また、読者は、本明細書に記載した装置及び方法を実施し又は使用したとき、か
かる追加的な詳細の特定のものを理解することができるであろう。
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【００２０】
　［００３４］　非限定的な実施の形態の本説明において、作用例以外のもの又は別段の
記載が少ない限り、要素及び製品の数量及び特徴、加工条件等を表わす全ての数値は、全
ての場合にて、「約」という語にて修正されるものであることを理解すべきである。従っ
て、反対の記載がない限り、以下の説明に掲げた全ての数値パラメータは、本発明の装置
及び方法にて得ようとする所望の特性に依存して変更可能である近似値である。少なくと
も、また、等価物の理論を請求項の範囲に限定することを意図するものではなく、数値パ
ラメータの各々は、記載した有意義な数値に鑑み且つ通常の丸め技術を応用することによ
り少なくとも解釈されるべきである。
【００２１】
　［００３５］　参考として引用し本明細書に含めたとされる全ての特許、出版物、又は
その他の開示資料は、その全体又は一部分を問わずその組み込んだ資料が既存の定義、明
言又は本明細書に含めたその他の開示資料と矛盾しない限りにて、本明細書の一部とする
ものである。従って、また、必要な限度にて、本明細書に掲げた開示内容は、参考として
引用し本明細書に含めた矛盾する資料に優先するものである。参考として引用し、本明細
書に含めたとされ、且つ既存の定義、明言、又は本明細書に記載したその他の開示資料と
矛盾するする全ての資料、又はその一部分は、その一部とした資料と既存の開示資料とが
全く矛盾しない程度にてのみ本明細書の一部とするものである。
【００２２】
　［００３６］　本発明は、一部分、金属及び金属合金を溶融させ、且つ（又は）金属鋳
造品又は粉体の製造時に使用される材料を溶融状態に維持する電子ビーム炉の改良された
設計に関するものである。従来の熱イオン電子ビーム銃溶融炉は、図１に概略図で示され
ている。炉１１０は、室の壁１１５により取り囲まれた真空室１１４を含む。多数の熱イ
オン電子ビーム銃１１６は、室１１４の外側にて、且つ室１１４と隣接して配置され、ま
た、別個の線形電子ビーム１１８を室１１４内に向ける。金属バー１１２０及び合金用粉
体１２２の形態をした供給材料が従来のバー供給装置１１９及び従来の粒子又は粒体供給
装置１１７によりそれぞれ室１１４内に導入される。電子ビーム銃１１６の１つの線形電
子ビーム１１８は、バー１１２の一端に衝突し、且つその一端を溶融させ、その形成され
る溶融合金１２４は、室１１４内の水冷式銅精製炉床１２６（「冷間炉床」）内に落下す
る。熱イオン電子ビーム銃１１６は、従来型式の設計であり、適当なフィラメント材料を
加熱することによって電子を発生させる。銃１１６は、その発生された電子を１点に収束
させ、また、電子は、緊密に収束し、実質的に線形ビームの形態にて銃１１６から投射さ
れる。このため、銃１１６から投射された電子は、基本的に点源として標的に衝突する。
この電子の点源による標的の加熱は、カソード光線テレビ受像管の蛍光スクリーンを渡っ
た電子をラスター走査するのと類似した方法にて線形電子ビーム１１８を標的の少なくと
も一部分をラスター走査することにより、促進される。熱イオン電子ビーム銃１１６の実
質的に線形のビーム１１８をバー１２０の端部領域を渡ってラスター走査することは、例
えば、バー１２０ーを溶融させることになる。
【００２３】
　［００３７］　図１を更に参照すると、炉床１２６内に沈着した溶融合金１２４は、実
質的に線形の電子ビーム１１８の特定のものを所定の、且つ計画したパターンにて溶融合
金１２４の表面を渡ってラスター走査することにより、溶融状態に維持される。供給装置
１１７により溶融合金１２４内に導入された粉体又は粒体合金材料は、溶融材料中に組み
込まれる。溶融合金１２４は、炉床１２６を渡って前進し、且つ、重力によって炉床から
銅の引抜き鋳型１３０内に落下する。引抜き鋳型１３０は、成長するインゴット１３２の
長さを受容し得るよう並進可能な基部１３４を含んでいる。溶融合金１２４は、最初、引
抜き鋳型１３０内に溶融プール１３１として貯まり、漸進的に、凝固してインゴット１３
２になる。２つ以上の実質的に線形の電子ビーム１１８をプールの表面を渡ってラスター
走査することにより電子が溶融プール１３１に衝突することは、プール１３１の領域、特
にプールの端縁を溶融状態に維持する点にて有益である。
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【００２４】
　［００３８］　従来の熱イオン電子ビーム銃溶融炉のような、炉室内にて材料を加熱す
るため２つ以上の実質的に線形の電子ビームを利用する炉において、揮発性成分、すなわ
ち、炉の溶融温度にて相対的に高い蒸気圧力を有する元素は、溶融プールから沸騰し、且
つ炉室の相対的に低温の室に凝縮する傾向となる（一般に、電子ビームの溶融により実現
される温度にて相対的に高い蒸気圧力を有する一般的な合金成分は、例えば、アルミニウ
ム及びクロムを含む）。実質的に線形の電子ビーム溶融技術は、特に、気化を生じ易く、
このことは、少なくとも２つの理由のため、精製又は純化と異なり、合金化するとき、従
来の電子ビーム炉の著しく不利益な点である。第一に、合金の全体的な又は局所的な化学
的組成は、高揮発性成分が溶融プールから不可避的に失われるため、溶融中、制御が困難
となることである。第二に、気化した元素の凝縮物が時間と共に、炉壁に蓄積し勝ちとな
り、また、溶融体中に落下し、これにより、溶融を介入物にて汚染し、且つ溶融体の化学
的性質に局所的な変化を生じさせることである。
【００２５】
　［００３９］　何らかの特定の理論に拘束されることを意図せずに、本発明者らは、従
来の電子ビーム溶融炉の上記の不利益な点は、電子ビーム炉にて加工された材料に対する
従来の実質的に線形の電子ビームの作用に起因するものであると考える。図１の説明に関
して上記に言及したように、従来の電子ビーム冷間炉床溶融技術は、実質的に線形の電子
ビームを利用して、炉内に導入された原材料を溶融させ、且つ溶融材料が冷間炉床に沿っ
て、且つその上を流れて鋳造鋳型に入るとき、その溶融材料の温度を維持する。かかる炉
は、典型的に、多数の電子ビーム源を含んでおり、そのビーム源の各々は、基本的に点源
である実質的に線形の電子ビームを作り出す。強力な電子濃度のこれらの「点」は、加熱
すべき領域上を迅速にラスター走査し、材料を溶融させ、且つその溶融した材料が十分に
流れるのを許容する平均温度がその標的領域の全体を通じて実現されるようにしなければ
ならない。しかし、線形の電子ビームの点源の性質のため、電子ビームが合金に衝突する
点は極端な高温度まで加熱される。この局所的に強力な加熱現象は、電子ビームが炉内の
固体の又は溶融合金に衝突する特定の点から放出された可視白光線として観察することが
できる。これらの点にて生ずる強力な過熱効果は、炉室内にて維持された高い真空圧と共
に、合金内の相対的に揮発性の元素を容易に気化させ、揮発性成分は過剰に気化し、且つ
これと同時に、室の壁に凝縮する結果となる。上述したように、かかる凝縮は、凝縮した
材料が溶融合金内に落下するとき、その浴を汚染させ、また、その結果、例えば、鋳造し
たインゴットにて顕著な組成の不均一性を生じさせる危険性がある。
【００２６】
　［００４０］　本明細書にて説明した改良された電子ビーム溶融炉の設計は、例えば、
かかる炉内の電子源の少なくとも一部として、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ
のような、２つ以上のイオンプラズマ電子エミッタを利用する。ワイヤー放電イオンプラ
ズマ電子エミッタは、本明細書にて、一例としてのイオンプラズマエミッタとして開示さ
れているが、以下に更に詳細に説明するように、本発明と共に、その他の適当なイオンプ
ラズマ電子エミッタ（例えば、非ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ）を使用する
ことが可能であることを理解すべきである。本明細書にて使用するように、「イオンプラ
ズマ電子エミッタ」及び「ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ」という語は、正に
帯電したイオンをカソードに衝突させ、これにより二次的な電子フィールドをカソードか
ら解放することにより、相対的に幅の広い非線形の電子フィールドを作り出す装置を意味
する。イオンプラズマ電子エミッタにより作り出された電子ビームは、線形ビームではな
く、三次元的な電子フィールドすなわち電子の「フラッド（ｆｌｏｏｄ）」であり、これ
らの電子は、標的に衝突したとき、実質的に線形の電子ビームを標的に衝突させることに
より包含される小さい点と比べて極めて大きい二次元的領域を包含する。従って、イオン
プラズマ電子エミッタにより作り出された電子フィールドは、電子ビーム溶融炉にて使用
される従来の電子銃により作り出された遥に小さい接触点に比して本明細書にて「広い面
積の」電子フィールドと称する。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、当該分野
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にて既知であり（関連しない用途にて使用するため）、且つ例えば、「ワイヤーイオンプ
ラズマ（ＷＩＰ）電子」銃又はエミッタ、「ＷＩＰ電子」銃又はエミッタ、また、多少、
混乱気味に、「線形電子ビームエミッタ（装置の特定の実施の形態にてプラズマを作り出
すワイヤー電極の線形の性質のものを指す）のように、色々な名称にて呼ばれている。
【００２７】
　［００４１］　ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、多様な設計にて利用可能
であるが、かかるエミッタの全ては、特定の基本的な設計上の特徴を共通にする。かかる
エミッタの各々は、カチオンを含むプラズマを作り出す細長いワイヤーアノードの形態を
した陽イオン源と、ワイヤーにより発生された陽イオンを捕捉するため隔て、且つ位置決
めされたカソードとを含むプラズマ又はイオン化領域を含む。大きい負電圧がカソードに
印加されて、ワイヤー陽イオン源により発生されたプラズマ内の陽イオンの一部分は、カ
ソード表面に向けて加速され、且つそのカソード表面と衝突し、カソードから二次的電子
が放出される（「一次的」電子は陽イオンと共に、プラズマ内に存在する）。カソード面
から作り出された二次的電子は、カソードにぶつかる、陽イオンプラズマの三次元的形状
を通常有する非線形の電子フィールドを形成する。次に、その二次的電子は、カソードの
付近からアノードに向けて加速され、エミッタ内の低圧の気体を通過する過程にてほとん
ど衝突を経験しない。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの色々な構成要素を適正
に設計し、且つ配置することにより、活発な二次的電子の広いフィールドをカソードにて
形成し、且つエミッタから標的に向けて加速することができる。図２は、ワイヤー放電プ
ラズマイオン電子エミッタの構成要素の概略図であり、電流が細いワイヤーアノード１２
に印加されて、プラズマ１４を発生させる。プラズマ１４内の陽イオン１６は、負に帯電
したカソード１８に向けて加速され、且つそのカソードと衝突して、広い面積の二次的電
子クラウド２０を解放し、この電子クラウドは、電極間の且つ標的に向けた電界の動作に
よりアノード１２の方向に加速される。
【００２８】
　［００４２］　本発明の１つの非限定的な実施の形態に従い、電子ビーム溶融炉の形態
にて導電性の金属材料を溶融させる装置は、真空室（溶融室）と、該真空室内に配置され
、且つ溶融材料を保持し得るようにされた炉床とを含む。少なくとも１つのワイヤー放電
イオンプラズマエミッタが真空室内に又は真空室に隣接して配置されており、また、エミ
ッタにより発生された非線形の広い面積の電子フィールドを室内に向けるよう位置き決め
されている。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、導電性の金属材料をその溶融
温度まで加熱するのに十分なエネルギを有する非線形の電子フィールドを作り出す。鋳型
又はその他の鋳造又は噴霧装置が室と連通状態に配置され、また、炉床から材料を受け取
るように位置決めされている。例えば、チタン、チタン合金、タングステン、ニオブ、タ
ンタル、白金、パラジウム、ジルコニウム、イリジウム、ニッケル、ニッケル系合金、鉄
、鉄系合金、コバルト、及びコバルト系合金のような、従来の電子ビーム溶融炉を使用し
て溶融させることのできる任意の材料を炉床を使用して溶融させることができる。
【００２９】
　［００４３］　本発明に従った電子ビーム溶融炉の実施の形態は、導電性材料又はその
他の合金添加物を真空室内に導入し得るようにされた２つ以上の材料供給装置を含むこと
ができる。好ましくは、供給装置は、材料を炉床の少なくとも１つの領域の上方の位置に
て真空室内に導入し、固体又は溶融形態の材料が重力にて下方の炉床内に落下するのを許
容するようにする。供給装置の型式は、例えば、バー供給装置及びワイヤー供給装置とし
、選ばれる供給装置の型式は、炉の特定の設計上の条件に依存するものとなるであろう。
本発明による炉の特定の実施の形態において、材料の供給装置、及び炉の２つ以上のワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの少なくとも１つは、ワイヤー放電イオンプラズマ
電子エミッタにより放出された電子フィールドが少なくとも部分的に、供給装置により室
内部に導入された材料に衝突するよう配置されている。供給装置により真空室内に導入さ
れた材料が導電性である場合、電子フィールドは、十分な強度があるならば、その材料を
加熱し、且つ溶融させるであろう。
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【００３０】
　［００４４］　本発明に従った溶融炉の実施の形態に組み込んだ炉床は、当該分野にて
既知の色々な型式の炉床から選ぶことができる。例えば、炉は、冷間炉床、又はより特定
的には、例えば、水冷式銅冷間炉床を真空室内に組み込むことにより、電子ビーム冷間炉
床溶融炉の性質のものとすることができる。当業者に既知であるように、冷間炉床は、炉
床内の溶融材料を炉床の表面に凍結させ、保護層を形成するための冷却手段を含んでいる
。別の例として、炉床は、炉内にて溶融される合金にてめっきし又はその合金にて製作し
た炉床である、「自原的（ａｕｔｏｇｅｎｏｕｓ）」炉床とすることができ、その場合、
炉床の底面は、焼付きを防止するよう水冷式とすることができる。
【００３１】
　［００４５］　真空室内に含めた特定の炉床は、溶融材料の保持領域を含むことができ
、その場合、溶融材料は、特定の休止時間の間、その保持領域に止まり、その後、真空室
と流体的に接続された鋳造又は噴霧装置に流れる。本発明に従った炉の特定の実施の形態
において、炉床、及び少なくとも１つの炉の２つ以上ワイヤー放電イオンプラズマ電子エ
ミッタは、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタにより放出された電子フィールドが
溶融材料の保持領域に少なくとも部分的に衝突するように配置されている。このようにし
て、電子フィールドは、溶融材料の保持領域内の材料を溶融状態に維持すべく印加するこ
とができ、また、電子フィールドの加熱作用が溶融材料をガス抜きし、且つ精製する働き
をするようにすることができる。
【００３２】
　［００４６］　本発明に従った炉の特定の非限定的な実施の形態は、溶融材料を鋳造す
る鋳型を含む。該鋳型は、例えば、静止鋳型、引抜き鋳型又は連続鋳造鋳型のような、当
該分野にて既知の任意の適当な鋳型でよい。これと代替的に、炉は、例えば、溶融材料か
ら粉体材料を製造する噴霧装置を含み、又は該噴霧装置と関係したものとしてもよい。
【００３３】
　［００４７］　本発明に従った電子ビーム溶融炉の１つの特定の非限定的な例は、真空
室と、該真空室内に配置された炉床とを含み、該炉床は、溶融材料の保持領域を含む。該
炉は、真空室内に又は真空室に隣接して配置された２つ以上のワイヤー放電イオンプラズ
マ電子エミッタを更に含む。炉床及び少なくとも１つのワイヤー放電イオンプラズマ電子
エミッタは、エミッタにより作り出された電子フィールドが溶融材料の保持領域に少なく
とも部分的に衝突するよう配置されている。引抜き鋳型は、真空室と連通しており、且つ
、炉床から溶融材料を受け取るよう位置決めされている。少なくとも１つの供給装置が炉
の内部に含まれており、且つ炉床の少なくとも１つの領域の上方にて材料を真空室内に導
入し得るようにされている。
【００３４】
　［００４８］　本発明に従った装置と関係して任意の適当なワイヤー放電イオンプラズ
マ電子エミッタを使用することができる。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの適
当な実施の形態は、例えば、その開示内容の全体を参考として引用し、本明細書に含めた
米国特許第４，０２５，８１８号明細書、米国特許第４，６４２，５２２号明細書、米国
特許第４，６９４，２２２号明細書、米国特許第４，７５５，７２２号明細書及び米国特
許第４，７８６，８４４号明細書に開示されている。適当なエミッタは、炉の真空室内に
向けることができ、また、炉室内に配置された導電性の供給材料を所望の温度まで加熱す
る非線形の広い面積の電子フィールドを作り出すことができるものを含む。
【００３５】
　［００４９］　ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの１つの実施の形態において
、エミッタは、プラズマ領域と、カソード領域とを含んでいる。該プラズマ領域は、陽イ
オンを含むプラズマを作り出し得るようにされた少なくとも１つの細長いワイヤーアノー
ドを含む。カソード領域は、カソードを負に帯電させ得るようにした高電圧電源と電気的
に接続されたカソードを含む。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタにおいて、プラ
ズマを作り出すべく使用される電極は、プラズマ領域の長さに沿って位置決めされた１本
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のワイヤー又は多数のワイヤーとすることができる。陽イオンがぶつかるカソードの少な
くとも一部分は、電子を発生させるのに適した材料にて出来たものとする。エミッタのカ
ソード領域内に配置されたカソードの特定の非限定的な実施の形態は、また、例えば、高
い溶融温度及び低い作用機能を有し、電子の発生を促進するモリブデン挿入体のような、
挿入体を含むこともできる。カソード及びアノードは、ワイヤーアノードにより発生され
たプラズマ中の陽イオンが電極間の電界の影響の下、カソードに向けて加速され、且つカ
ソードに衝突し、二次的電子の広い面積のフィールドをカソードから解放するように互い
に位置決めされている。
【００３６】
　［００５０］　ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの特定の非限定的な実施の形
態は、薄い電子透過性チタン又はアルミニウムフォイルのような、少なくとも１つの適当
な電子透過性窓部を含み、この窓部は、炉の真空室の壁に開口する。電子透過性窓部を形
成するための代替的な材料は、例えば、ＢＮ、ダイヤモンド、及び原子番号の小さい元素
から成る特定のその他の材料を含む。本明細書にて説明したように、ワイヤー放電イオン
プラズマ電子エミッタのその他の実施の形態は、電子透過性窓を含まず、この場合、エミ
ッタのプラズマ領域は、溶融材料を保持する真空室と流体的に連通している。その何れの
場合でも、得られた広い面積の電子フィールドは、炉室に入り、且つ室内の材料に衝突す
ることができる。電子透過性窓が電子エミッタの内部を真空室から分離しない場合（本明
細書にて更に説明するように）、電子フィールドは、電子エミッタから真空室内に投射さ
れるとき、窓を通って流れる。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの特定の非限定
的な実施の形態において、カソードと電気的に連結された高電圧電源は、カソードを２０
，０００ボルト以上の負電圧に給電する。この負電圧は、プラズマ内の陽イオンをカソー
ドに向け、その後、二次的電子フィールドをカソードから且つアノードに向けて反発させ
る。
【００３７】
　［００５１］　ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ内の圧力が炉室内の圧力と実
質的に相違する場合、フォイル窓部は、圧力の異なる２つの隣接する領域を隔離する働き
をする。熱イオン電子ビーム銃のような、気体を保持しない電子エミッタに比して、ワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの１つの有利な点は、ワイヤー放電イオンプラズマ
電子エミッタは、プラズマ源として作用するようプラズマ領域内に気体を含まなければな
らない点である。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、極めて低い気体圧力にて
作動可能であるが、かかる装置は、また、比較的高い気体圧力にても作動可能である。こ
れに反して、従来の電子ビーム溶融炉は、一般に、超低圧の真空状態にて作動し、この場
合、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ内の気体雰囲気を炉室内の近真空環境から
分離するため、電子透過性窓部が必要であろう。しかし、炉室内の気体圧力を従来の線形
（熱イオンエミッタ）電子ビーム溶融炉内の超低圧のレベル以上に増大させることにより
、炉室内での揮発性成分の気化を少なくすることができると考えられる。これらの従来の
圧力レベルは、通常、１０－３から７．５μ（１０－３から１Ｐａ）内にあり、１５μ（
２Ｐａ）を超えることはない。炉室内の圧力が従来のレベル、すなわち、４０μ（５．３
Ｐａ）を超え、又はより好ましくは、３００μ（４０Ｐａ）を超えるまで上昇させると、
炉内の溶融材料の表面の圧力が上昇し、これにより、望ましくない気化を生じさせる推進
力を減少させる。例えば、「真空金属加工における気化の理論的及び実験的アプローチ（
Ｔｈｅｏｒｅｔｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｅｘｐｅｒｉｍｅｎｔａｌ　Ａｐｐｒｏａｃｈ　ｏｆ
　ｔｈｅ　Ｖｏｌａｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｖａｃｕｕｍ　Ｍｅｔａｌｌｕｒｇｙ
）」にてＨ．デュバル（Ｄｕｖａｌ）らにより報告されたデータは、クロムの蒸気の輸送
量は４．２７Ｐａ（３５ミリトル）アルゴンに比して、６６．７Ｐａ（５００ミリトル）
アルゴンにて実質的に減少することを示唆している。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エ
ミッタは、既に、部分気体圧力の環境（典型的に、ヘリウム）が作用可能であることを要
求しているため、本発明者らは、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ及び炉室の双
方を実質的の同一の圧力にて作動させることが可能であり、その圧力は、電子エミッタが
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作動するのを許容するのに十分高圧であり、且つ従来の電子ビーム炉内の圧力よりも高く
、これにより炉室内での望ましくない気化を減少させることが可能であると考える。かか
る場合、電子透過性窓部を省略し、エミッタ及び炉室内の気体環境は実質的に同一である
ようにすることができる。これと代替的に、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの
別の実施の形態において、該エミッタにより発生された電子は、電子透過性の気体不透過
性窓部を通過し、該エミッタ内のイオン化可能な気体の圧力は、電子エミッタが作動する
のに適しており、炉室は、電子ビーム炉内の圧力よりも高い圧力にて作動し、且つ望まし
くない気化を最小にし又は減少させるのに適している。望ましくない元素の気化の減少は
、強力な加熱点を作り出さない２つ以上のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタを利
用することと、電子ビーム炉内にて従来よりも高い炉室の圧力とすることとの双方により
、最適化することができることが理解されよう。
【００３８】
　［００５２］　本発明に従った炉に関連して有用な電子ビーム溶融炉の可能な実施の形
態及びワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの可能な実施の形態の更なる説明につい
て、以下に記載する。
【００３９】
　［００５３］　図３には、本発明に従った改良されたビーム溶融炉の１つの可能な非限
定的な実施の形態が概略図にて示されている。炉２１０は、室の壁２１５により少なくと
も部分的に規定された真空室２１４を含んでいる。ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミ
ッタ２１６は、室２１４の外側にて、且つ室１２４に隣接して位置決めされている。ワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６は、広い面積の電子フィールド２１８を室２
１４の内部に投射する。図１に示した従来の炉１１０に類似して、合金バー２２０は、バ
ー供給装置２１９により室２１４内に導入される。溶融合金２２６は、少なくとも１つの
ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６の広い面積の電子フィールド２１８をバ
ー２２０に衝突させることにより製造される。バー２２０から溶融させた溶融合金２２６
は、水冷式銅炉床２２４内に落下し、且つ特定の休止時間、炉床２２４内に止まり、その
炉床にて、合金は、エミッタ２１６により作り出された広い面積の２つ以上の電子フィー
ルド２１８により加熱、ガス抜きされ、且つ精製される。溶融合金２２６は、最終的に、
炉床２２４から銅鋳型２３０内に落下し、溶融したプール２３１を形成する。溶融したプ
ール２３１は、最終的に、且つ漸進的に、鋳型２３０内にて凝固し、インゴット２３２を
形成する。広い面積の電子フィールド２１８の少なくとも１つは、形成するインゴット２
３２の凝固率を制御するのと同様の仕方にてプール２３１内の溶融合金を加熱することが
好ましい。
【００４０】
　［００５４］　上述したように、炉２１０のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ
２１６は、従来の電子ビーム炉内にて使用される電子ビーム銃により作り出された実質的
に線形ビームの点の包含範囲に比して、広い面積を包含する活発な電子フィールド又は「
フラッド」を発生させる設計とされている。電子フィールドエミッタ２１６は、電子を広
い面積にてまき拡げ、且つ材料に衝突し溶融させ、且つ（又は）炉２１０内にて溶融状態
に維持される。エミッタが作り出す電子フィールドは、炉の室内にて広い面積を包含する
から、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、従来の電子ビーム炉に比して、電子
ビーム溶融炉内にて一層均一な温度を維持し、また、高度に収束した電子の点をラスター
走査することを不要にする。しかし、本発明に従った電子ビーム炉の特定の実施の形態は
、所望に応じて、２つ以上のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタにより発生された
電子フィールドをステアするため、電界を発生させる構成要素又はその他の適当な構成要
素を含むことができる。例えば、炉２１０内にて、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミ
ッタ２１６により作り出された広いフィールドを側方向にラスター走査して、炉床２２４
の端縁に対し追加的な熱を提供することが望ましいであろう。比較的広い面積をわたって
電子の点源をラスター走査するのではなくて、活発な電子フィールドにてその広い面積を
フラッドさせることにより、従来の電子ビーム溶融炉を使用するとき生ずる実質的に線形
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の電子ビームと関係した局所的に強力な加熱効果（例えば、単位面積当たりの電力）は、
実質的に減少する。このことは、比較的極めて高温度の点が形成されないことを理由とし
て、比較的揮発性の合金成分の望ましくなく気化の程度を少なくとも実質的に減少させる
ことになる。このことは、一方、従来の電子ビーム炉の設計に本来的な組成物の制御及び
汚染の問題点を部分的に又は全体的に解消することになる。
【００４１】
　［００５５］　上述したように、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの色々な実
施の形態は、全体として、陽イオンプラズマを作り出すアノードを有する２つ以上の細長
いワイヤーアノードを含み、プラズマは、カソードに衝突して、二次的電子のフィールド
を発生させ、この電子フィールドは、加速して加熱すべき標的に衝突するようにすること
ができる。その他の関連しない用途にて以前から使用されている１つの既知の設計のワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの概略図が図４に示されている。このエミッタ３１
０は、その内部にて陽イオンプラズマが作り出されるイオン化領域又はプラズマ領域３１
４と、カソード３１８を包含するカソード領域３１６とを含んでいる。プラズマ領域３１
４は、イオン化可能な気体が低圧にて充填されており、また、その気体は、プラズマ領域
内にてイオン化され、カチオンを保持するプラズマを作り出す。例えば、イオン化領域３
１４は、例えば、約２０ミリトルのヘリウムガスにて充填することができる。小径の細長
いワイヤーアノード３１９は、長いプラズマ領域３１４を通って流れる。正電圧が電源３
２２によりワイヤーアノード３１９に印加され、このことは、ヘリウムガスをイオン化し
てヘリウムカチオン及び自由電子（「一次的電子」）から成るプラズマにする工程を開始
する。ヘリウムガスのイオン化が開始されると、プラズマは、細いワイヤーアノード３１
９に電圧を印加することにより支えられる。プラズマ内の正に帯電したヘリウムイオンは
、高い負の電位に維持された引出し格子３２６を通じてイオン化室３１４から引き出され
、且つ高い電圧空隙を通ってカソード領域３１６内に加速され、このカソード領域内にて
、プラズマ中のカチオンは、高い負電圧のカソード３１８にぶつかる。カソード３１８は
、例えば、被覆し又は非被覆の金属又は合金とすることができる。ヘリウムイオンがカソ
ード３１８に衝突すると、カソード３１８から二次的電子が解放される。高電圧の空隙３
２８は、引出し格子３２６を通ってプラズマ領域３１４内に、次に、電子に対して比較的
透過性の材料にて出来た薄い金属フォイル窓部３２９を通して、ヘリウムカチオンが移動
する方向と反対の方向に向けて二次的電子を加速する。上述したように、電子エミッタ及
び炉室内の相対的な気体圧力に依存して、フォイル窓部３２９を省略することが可能であ
り、この場合、エミッタにより作り出された電子は炉室に直接、入るであろう。
【００４２】
　［００５６］　ワイヤー電極３１９及びカソード３１８は、正に帯電したヘリウムイオ
ンのカソード３１８への移動を一層促進する設計及び配置とすることができる。また、カ
ソード３１８及び引出し格子３２６は、格子３２６を通る二次的電子の透過を最大にし、
且つフォイル窓部３２９（存在するならば）への侵入に適したビーム外形を有する設計及
び配置とさすることができる。エミッタ３１０から出る広い面積の活発な電子フィールド
は、フォイル窓部３２９と対向する位置にて、且つ溶融炉の真空室内に位置決めされた標
的に衝突するよう向けることができる。また、窓部３２９は、エミッタ３１０からの電子
の透過を最大にし得るよう可能な限り薄い寸法とすることができる。エミッタ３１０内に
て僅かな真空環境を維持しつつ、十分な電子の透過を許容する厚さを有するアルミニウム
型式又はチタン型式のフォイルを必要であるならば、フォイル窓部３２９として使用する
ことができる。装置の窓として（存在するならば）使用することのできるその他の適当に
丈夫で且つ許容可能な電子透過性材料は当業者に既知であろう。本明細書にて全体的に説
明したように、窓部３２９は、エミッタ３１０内部の圧力と標的を保持する真空室内との
圧力差が大きくないならば、省略することができる。
【００４３】
　［００５７］　本発明に従って、実質的に線形の電子ビームを作り出す電子ビーム銃の
代替品として、例えば、エミッタ３１０のような、２つ以上のワイヤー放電イオンプラズ
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マ電子エミッタを、電子ビームの溶融炉内の真空室内に活発な電子を供給するため提供す
ることができる。図５に示したように、本発明に従った電子ビーム溶融炉３３０の１つの
非限定的な実施の形態は、真空室３１１に隣接して位置決めされた２つ以上のワイヤー放
電イオンプラズマ電子エミッタ３１０を含んでいる。広い面積の電子フィールド３３２は
、フィルム窓部３２９を通ってエミッタ３１０から出て、且つ炉床３３６内にて溶融合金
３３４の表面の少なくとも１つの領域にてフラッドして、これにより合金を加熱して、合
金を溶融状態に維持する。炉床３３６内にて合金に衝突する電子は、比較的広い面積にわ
たってまき拡げられるから、任意の特定の局所的領域内にて溶融材料上に収束されたエネ
ルギは、合金からの元素の気化レベルが問題となる程、十分に大きくはなく、これにより
、従来の電子ビーム溶融炉の使用に本来的な合金の汚染及び不均一性という問題点を減少
させ又は解消する。上述したように、エミッタ３１０と真空室３１１との作用圧力差が大
きくない場合、フィルム窓部３２９を省略することができる。また、上述したように、真
空室３１１は、従来の圧力よりも高い圧力にて作動し、望ましくない元素の気化を更に減
少させ又は解消することが好ましく、かかる場合、電子エミッタを炉室から仕切るフィル
ム窓部の必要性は、この場合にも、設計に本来的な特定の圧力差に依存するものとなるで
あろう。選択的に、真空室３１１内の溶融過程を更に良く制御するため、広い面積の電子
フィールドを磁気的にステアする構成要素を提供することができる。
【００４４】
　［００５８］　図５は、単一の電子エミッタを含む、本発明に従ったワイヤー放電イオ
ンプラズマ電子溶融炉の１つの実施の形態の簡略化した図を示すが、当業者には、かかる
装置の実際の又は代替的な実施の形態は、多数のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッ
タを有することができることが明らかであろう。また、２つ以上のワイヤー放電イオンプ
ラズマ電子エミッタをかかる装置に組み込んで、次のことを行うこと、すなわち、（１）
例えば、合金バー又はワイヤーの形態にて炉内に導入された原材料を溶融させること、（
２）炉の炉床内に滞在する溶融合金を合金の溶融温度以上の温度に維持すること（また、
可能であれば、溶融合金のガス抜き及び（又は）精製を行うこと）、（３）増分的に前進
する鋳造したインゴットの表面上における溶融プールの所望の領域を溶融状態に維持し、
これによりインゴットの凝固率に所望の仕方にて影響を与えることができることが明らか
であろう。また、特定の実施の形態において、従来の実質的に線形の電子ビームを作り出
す２つ以上の電子ビーム銃と共に、２つ以上のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ
を使用することができる。
【００４５】
　［００５９］　図６及び図７は、本発明に従った電子ビーム溶融炉内の１つの実施の形
態にて活発な電子の供給源として使用し得るようにすることのできるワイヤー放電イオン
プラズマ電子エミッタ５１０の１つの実施の形態に関係した更なる詳細を提供する。図６
は、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの実施の形態５１０の一部分断面図とした
斜視図である。図７は、エミッタ５１０の作用を簡略化した仕方にて示す概略図である。
エミッタ５１０は、カソード領域５１１と、イオン化領域すなわちプラズマ領域５１４と
、電子透過性フォイル窓部５１５とを含む電気接地した囲い物５１３を含んでいる。細長
いワイヤー電極５１６が長いイオン化領域５１４を通って伸びている。フォイル窓部５１
５は、室５１３と電気的に連結され、これにより、アノードを形成し、このアノードは室
５１３内の電子を加速して、室５１３から矢印「Ａ」の方向に出るようにする。室５１３
は、１－１０ミリトルのような、低圧のヘリウムガスが充填されており、また、該室５１
３には、気体供給源５１７により気体が供給される。気体供給源５１７は、弁５２１を通
る導管５１９により囲い物５１３と接続されている。導管５２４により室５１３と接続さ
れたポンプ５２３により室５１３内にて僅かな真空環境が維持されている。
【００４６】
　［００６０］　カソード領域５１１は、カソード５１８を含む一方、該カソードは、そ
の下面に取り付けた挿入体５２０を含んでいる。挿入体５２０は、例えば、モリブデンか
ら成るものとすることができるが、適度に大きい二次的電子の透過率を有する任意の材料
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から成るものとすることができる。カソード５１８は、パッシェン（Ｐａｓｃｈｅｎ）破
壊を防止するため、囲い物５１３の壁から適度に均一に隔てられている。カソード５１８
は、絶縁体５２６を通って抵抗器５２８内に伸びるケーブル５２５により高電圧の電源５
２２に連結されている。電源５２２は、例えば、２００－３００ＫＶのような高い負電位
をカソード５１８に供給する。カソード５１８及び挿入体５２０は、例えば、導管５２７
を通って循環する油又は別の適当な冷却流体等によって適当に冷却することができる。
【００４７】
　［００６１］　イオン化領域５１４は、電気的に且つ機械的に連結された複数の薄い金
属リブ５３０を含んでいる。リブ５３０の各々は、ワイヤー電極５１６がイオン化室５１
４を貫通して伸びるのを許容する中央の切欠き領域を含んでいる。カソード５１８に面す
るリブ５３０の側部は、引出し格子５３４を形成する。リブ５３０の全部分又は一分の反
対側部は、電子透過性フォイル窓部５１５に対する支持格子５３６を提供する。冷却流体
をリブ５３０内にて且つその近くにて循環させ、イオン化領域５１４から熱を除去するた
め冷却通路５４０を設けることができる。例えば、アルミニウム又はチタンフォイルにて
出来た電子透過性フォイル窓５１５は、格子５３６にて支持され、且つ囲い物５１３内に
て高圧の真空ヘリウム気体環境を維持するのに十分なＯ－リング又はその他の構造体によ
り囲い物に対して密封されている。エミッタ５１０の特定の実施の形態において、加圧し
た窒素等によってフォイル窓部５１５を冷却すべく気体マニホルドが設けられている。本
明細書にて全体として説明したように、エミッタ５１０の室５１３の内部と電子フィール
ドの標的を保持する室との間の圧力差が大きくない場合、窓部５１５は省略することがで
きる。
【００４８】
　［００６２］　電気制御装置５４８は、コネクタ５４９を介してワイヤー電極５１６と
接続されている。制御装置５４８を作動させると、ワイヤー電極５１６は、高い正電位に
励起され、また、イオン化領域５１４内のヘリウムは、イオン化されてヘリウムカチオン
を含むプラズマを作り出す。プラズマがイオン化領域５１４内にて生成されたとき、電源
５２２によりカソード５１８が励起される。イオン化領域５１４内のヘリウムカチオンは
、カソード５１８からプラズマ領域５１４内に伸びる電界によってカソード５１８に電気
的に吸引される。ヘリウムカチオンは、フィールド線に沿って引出し格子５３４を通って
移動しカソード領域５１１に入る。カソード領域５１１内にて、ヘリウムカチオンは、励
起したカソード５１８により発生された電界の全電位を渡って加速され、且つカチオンの
平行化ビームとしてカソード５１８に強制的に衝突する。ぶつかるカチオンは、二次的電
子を挿入体５２０から自由にする。挿入体５２０により作り出された二次的電子フィール
ドは、ヘリウムカチオンの移動方向と反対の方向に、ワイヤー電極５１６に向けて、且つ
フォイル窓部５１５（存在するならば）を通って加速される。
【００４９】
　［００６３］　圧力の変化はヘリウムイオンプラズマの密度に影響を与える一方、カソ
ード５１８にて発生された二次的電子フィールドの密度に影響を与えるため、室５１３内
の実際の気体圧力を監視する手段を設けることができる。弁５２１を適切に調節すること
により、囲い物５１３内にて初期圧力を設定することができる。カチオンを保持するプラ
ズマがプラズマ領域５１４内にて生成されたとき、室５１３内の瞬間的な静圧力を間接的
に監視するため電圧モニター装置５５０を設けることができる。電圧の上昇は室の圧力が
低いことを示す。電圧モニター装置５５０の出力信号を使用して、弁コントローラ５５２
を通じて弁５２１を制御する。制御装置５４８によりワイヤー電極５１６に供給される電
流は、また、電圧モニター装置５５０の信号により制御される。気体供給弁５２１及び制
御装置５４８を制御すべく電圧モニター装置５５０によって発生された信号を利用するこ
とは、エミッタ５１０からの電子フィールドの出力を安定化させることを可能にする。
【００５０】
　［００６４］　エミッタ５１０により発生された電流は、カソード５１８にぶつかるカ
チオンの密度により測定することができる。カソード５１８にぶつかるカチオンの密度は
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、制御装置５４８を通してワイヤー電極５１６の電圧を調節することにより制御すること
ができる。カソード５１８から放出される電子のエネルギは、電源５２２を通してカソー
ド５１８の電圧を調節することにより制御することができる。放出された電子の電流及び
エネルギの双方は、独立的に制御し、これらのパラメータと印加された電圧との間の関係
は線形であり、エミッタ５１０の制御を効率的で、且つ効果的なものにする。これに反し
て、従来の熱イオン電子ビーム銃は、ビームのパラメータを調節するとき、相応する線形
の仕方にて制御することはできない。
【００５１】
　［００６５］　図８は、本発明に従った電子ビーム溶融炉の１つの実施の形態の概略図
であり、炉６１０は、全体として、図６及び図７に示し、且つこれの図面に関して上述し
たような設計を有する２つのワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ６１４、６１６を
組み込んでいる。炉６１０は、真空室６２０と、材料の供給装置６２２と、鋳造装置又は
噴霧装置６２４とを含んでいる。上述したように、エミッタ６１４、６１６が作動するの
に必要な電流は、電力線６２６によりエミッタに供給され、エミッタ６１４、６１６と真
空室６２０との間の相互接続部は電子透過性フォイル窓部６３４、６３６を有しており、
該窓部は、エミッタ６１４、６１６により発生された電子フィールド５３８が真空室６２
０に入るのを許容する。エミッタ６１４、６１６内の作動圧力及び真空室内の作動圧力が
同一又は実質的に相違しない場合、フォイル窓部６３４、６３６を省略することができる
。電子フィールド６３８を磁気的にステアする手段６３９を真空室６２０内に含め、更な
る工程の制御を行うことができる。例えば、冷間炉とすることのできる炉床６４０が真空
室６２０内に配置されている。作動時、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ６１４
、６１６は励起され、且つ電子フィールド６１８を発生させる。導電性の供給材料６４４
が供給装置６２２により真空室６２０内に導入され、エミッタ６１４から放出された電子
フィールド６３８によって溶融されて炉床６４０に落下する。エミッタ６１６により発生
された広い面積の電子フィールド６３８は、炉床６４０内に滞在する間、溶融材料６４２
を加熱し、ガス抜きし、且つ精製する。溶融材料６４２は、炉床６４０に沿って前進し、
且つ鋳造装置又は噴霧装置６２４内に落下し、所望の形態に加工される。
【００５２】
　［００６６］　例えば、本発明の上述したワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの
ような、イオンプラズマ電子エミッタの色々な非限定的な実施の形態は、従来の熱イオン
電子ビーム銃よりも高い真空圧力にて作動することができる。溶融炉をこれらの高い圧力
にて作動させることは、上記に更に詳細に説明したように、溶融する材料内の揮発性成分
の気化を減少させることができる。しかし、これらの揮発性成分の任意のものが溶融炉内
にて高い蒸気圧力状態下にてさえ、溶融材料から沸騰し、溶融炉の比較的冷間の室の壁に
凝縮する場合、形成された凝縮物は、室の壁から剥がれ、溶融体中に落下する。溶融体中
に落下する凝縮物は、溶融体を介入物にて汚染させ、且つ（又は）溶融体の化学的性質に
局所的変化を生じさせる。当該発明者は、イオンプラズマ電子エミッタ溶融炉及びその他
の型式の溶融炉内にてかかる凝縮物の形成を防止し又は阻止する装置及び方法を開発する
ことが有益であろうことを知った。
【００５３】
　［００６７］　従って、本発明は、一部分、イオンプラズマ電子エミッタの形態とされ
た少なくとも１つの補助電子エミッタを含む装置に関するものであり、これは、例えば、
導電性の金属材料を溶融させるため、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタのような
、２つ以上のイオンプラズマ電子エミッタを備える溶融炉と共に使用する構成とされたワ
イヤー放電イオンプラズマ電子エミッタのようなものである。本発明に従った別の非限定
的な実施の形態は、例えば、２つ以上の熱イオン電子ビーム銃及び（又は）その他の溶融
装置を備える溶融炉と共に使用する構成とされた補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エ
ミッタのような、イオンプラズマエミッタの形態をした少なくとも１つの補助電子エミッ
タを含む装置に関する。本発明に従った補助電子エミッタは、電子源としてイオンプラズ
マ電子エミッタを備えているため、これは、本明細書にて補助イオンプラズマ電子エミッ
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タ、補助電子エミッタとして、又は一例としての実施の形態にて補助ワイヤー放電イオン
プラズマ電子エミッタと称する。当業者は、本明細書を検討したとき、本明細書にてワイ
ヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ及び補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ
について詳細に説明したが、任意のその他の適当なイオンプラズマ電子エミッタ又は補助
イオンプラズマ電子エミッタを使用することができ、且つこれは、本発明の範囲に属する
ものであることが認識されよう。その他の適当なイオンプラズマ電子エミッタ及びその他
の適当な補助イオンプラズマ電子エミッタの例については、以下に更に詳細に説明する。
更に、以下に説明するように、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ及び補助ワイヤ
ー放電イオンプラズマ電子エミッタの「ワイヤー」は、例えば、円形、線形、四角形、矩
形、長円形、楕円形、又は三角形の形状のような任意の適当な形状に形成し、色々な形状
の断面積又は外形を有する電子フィールドを形成することができる。
【００５４】
　［００６８］　特定の非限定的な実施の形態において、本発明に従った補助電子ビーム
エミッタは、上述した色々なワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタと同一又は類似の
仕方にて構成され、且つ機能するワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタを備えること
ができる。例えば、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、陽イオンを含むプ
ラズマを作り出す構成とされた細長いワイヤーアノードと、カソードを負にて帯電させる
構成とされた高電圧の電源と電気的に接続されたカソードを含むカソード領域とを備える
ことができる。色々な非限定的な実施の形態において、カソードは、ワイヤー電極に対し
て位置決めされ、ワイヤー電極により発生された陽イオンがカソードに向けて加速され、
且つカソードに衝突し、カソードから電子を解放し、且つ例えば、収束した電子フィール
ドのような電子フィールドを作り出すことができる。収束した電子フィールドは、例えば
、電磁石を使用することにより電磁的に「収束させ」且つ（又は）溶融室の適当な領域に
向けることができる。本明細書の目的上、「収束した電子フィールド」という語は、少な
くとも電磁的に収束された後、上述した色々なイオンプラズマ電子エミッタにより放出さ
れた電子フィールドの断面積（以下、「広い面積の電子フィールド」と呼ぶ）よりも小さ
い断面積を有するフィールドを意味する。電子フィールドの収束は、例えば、単位面積当
たりより大きい電子密度を提供することにより、電子フィールドをより高電力にて作動さ
せることができる。本明細書にて電子フィールドの「断面積」又は「断面外形」に言及す
るとき、断面積は、時間の特定の時点にて色々な電子フィールドの移動路に対し実質的に
垂直な方向をとることを理解すべきである。
【００５５】
　［００６９］　特定の非限定的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズ
マ電子エミッタは、上述した、色々なワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタにより発
生された低電力、低密度及び非収束の電子フィールドと比較したとき、上述した色々なワ
イヤー放電イオンプラズマ電子エミッタよりも高電力にて作動し、高電力、高い電子密度
、及び（又は）収束した電子フィールドを提供することができる。一例としての実施の形
態において、カソードがより高い負電圧に帯電され、次に、電子フィールドの電子エネル
ギは、カソードから出る自由電子の電子エネルギが大きいため、一層大きくなるであろう
。更に、アノードにより高い電圧が印加された場合、アノードにて作り出されるイオンが
多量であるから、電子フィールドの電子密度は一層大きくなるであろう。別の一例として
の実施の形態において、アノード及びカソード（負の電圧）の双方に高い電圧を印加し、
より大きいエネルギで且つ高密度の電子フィールドを作り出すことができる。次に、この
電子フィールドは、電磁的に収束させ且つ（又は）溶融体の一部分に向けることができる
。従って、かかる実施の形態の収束した電子フィールドを使用して凝縮物、溶融体中の凝
縮物、溶融体中の凝固部分、及び（又は）例えば、溶融体中の非溶融部分を溶融させるこ
とができる。収束した電子フィールドを使用して、真空室の色々な領域にて溶融炉の真空
室内の溶融材料を適当な温度に維持することができる。凝縮物、凝固部分、及び（又は）
溶融体中の非溶融部分が真空室の領域内に滞在する時間が短いため、より高エネルギ、高
密度、及び（又は）より収束した電子フィールドを使用することができる。従って、凝縮
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物、凝固部分、及び（又は）非溶融部分を真空室の別の領域内に移動する前、溶融させる
ことが望ましい。補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、ステア可能にし、補
助電子エミッタにより発生された収束した電子フィールドの方向は、例えば、溶融炉の真
空室内の任意のその他の適当な領域に動かし、且つ（又は）向けることができ、その収束
した電子フィールドが形成し又は凝固するインゴットの１つの領域に衝突するようにする
ことができる。１つの非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールドは、形成
し又は凝固するインゴットの領域に衝突し、溶融プール２３１の凝固動力学に、従って、
例えば、固体インゴット２３２の特徴に有益な影響を与えることができる。
【００５６】
　［００７０］　当業者は、本発明の補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、
例えば、上述した色々なワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの適当な特徴を備える
ことができることが認識されよう。従って、また、簡略化のため、これらの特徴は、補助
ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタに関してこの部分にて特定的に言及はしない。
上述した図１－８の任意の構成要素、要素及び（又は）部分と同一の番号を付した図９－
１５の任意の構成要素、要素及び（又は）部分は、同一の又は類似のものとし、且つ同一
の又は類似の構成及び（又は）機能を有することができる。また、図１－８に示した色々
な一例としての実施の形態に関して上述した任意の構成要素、要素及び（又は）部分は、
図９－１５にて説明した色々な一例としての実施の形態と共に使用することができる。
【００５７】
　［００７１］　１つの非限定的な実施の形態において、図９を参照すると、補助ワイヤ
ー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００は、溶融炉２１０の真空室２１４内に又は該真
空室に隣接して位置決めすることができる。該補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミ
ッタ７００は、２つ以上のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６と共に又は独
立的に使用することができる。１つの非限定的な実施の形態において、２つ以上のワイヤ
ー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６を使用して、金属材料のバー２２０を加熱し、
且つ溶融させることができ、また、２つ以上のワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ
２１６を使用して炉床２２４内の溶融金属材料２２６を加熱し、且つ精製することができ
る。特定の非限定的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッ
タ７００を使用し、真空室２１４の壁２１５上に形成された任意の凝縮物、及び（又は）
炉床２２４内に存在する溶融金属材料中の凝縮物を含む任意の凝固部分を溶融させること
ができる。その他の非限定的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電
子エミッタを使用して、本明細書にて説明したように、形成し又は凝固するインゴット２
３２の溶融プール２３１又はその他の領域を加熱することができる。
【００５８】
　［００７２］　従って、色々な非限定的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオ
ンプラズマ電子エミッタ７００は、室の壁２１５上に形成された凝縮物を選択的に溶融さ
せ、これにより、固体の凝縮物が室の壁２１５から剥がれ、且つ溶融した材料２２６内に
落下する可能性を防止し又は少なくし得るようにすることができる。また、色々な非限定
的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００は、例え
ば、炉床２２４に沿った所望の領域を更に加熱し、例えば、溶融材料２２６中の凝縮物の
ような、固体を溶融させ、且つ（又は）炉床２２４に沿った２つ以上の領域にて溶融材料
２２６を溶融状態に維持し得るようにすることができる。更に、色々な非限定的な実施の
形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００は、溶融プール２３
１の領域を加熱し、且つ溶融プール２３１の凝固動力学及びインゴット２３２の特徴に有
益に影響を与え得るようにすることができる。補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミ
ッタ７００により放出された収束した電子フィールドを溶融プール２３１に印加すること
は、引き抜く間、インゴット２３２の表面仕上げを改良し、インゴット２３２内の金属の
引裂きを最小にし、且つ（又は）例えば、インゴット２３２の形成される微細構造に有益
な影響を与えることができる。
【００５９】
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　［００７３］　１つの非限定的な実施の形態において、図９を更に参照すると、該補助
ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００は、例えば、収束した電子フィールド７
０２のような、収束した電子フィールドを作り出す構成とされている。この収束した電子
フィールド７０２は，三次元的電子フィールドであり、このため、標的に衝突するとき、
従来の熱イオン電子ビーム銃により発生された実質的に線形の電子「ビーム」よりも遥か
に大きい領域を包含する。しかし、該収束した電子フィールド７０２は、例えば、上述し
たように、ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６により放出された、比較的広
い面積の電子フィールド２１８により包含される領域よりも小さく又は遥かに小さい面積
を有する領域を包含することができる。１つの非限定的な実施の形態において、収束した
電子フィールド７０２は、溶融炉の真空室内にて標的に衝突するとき、例えば、３．２２
ｃｍ２（０．５ｉｎｃｈ２）から３２２．５８ｃｍ２（５０ｉｎｃｈ２）、代替的に、６
．４５ｃｍ２（１ｉｎｃｈ２）から１９３．５４ｃｍ２（３０ｉｎｃｈ２）、代替的に、
６．４５ｃｍ２（１ｉｎｃｈ２）から１２９．０３ｃｍ２（２０ｉｎｃｈ２）の面積を有
することができる。収束した電子ビームは、特定の実施の形態において、該ビームが凝縮
物又は溶融体内のその他の固体部分と衝突することができるようにステア可能又は少なく
とも方向決め可能である。当業者は、本発明を検討したとき、収束した電子フィールドは
、特定の用途にあった任意の適当な断面積又は外形を有することができることが認識され
よう。
【００６０】
　［００７４］　１つの非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールド７０２
の断面積及び（又は）断面形状は、例えば、補助電子エミッタのアノード及びカソードの
寸法及び形状の関数とすることができる。例えば、特定の非限定的な実施の形態において
、アノード及びカソードは、比較的大きい寸法のものとし、また、収束した電子フィール
ド７０２は、比較的大きい断面積を包含するものとする。しかし、この相対的に大きい断
面積は、全体として、広い面積の電子フィールドの断面積よりは小さいが、従来の熱イオ
ン電子エミッタにより放出された実質的に線形の「ビーム」の実質的に「スポット」の包
含範囲よりは実質的に大きい。この収束した電子フィールドは、また、例えば、アノード
の形状に基づく円形又は四角形のような、色々な断面形状を有するようにしてもよい。１
つの非限定的な実施の形態において、カソードと共に、円形の形状を有するアノードを使
用し、例えば、円形又は実質的に円形の断面形状を有する収束した電子フィールドを作り
出すことができる。
【００６１】
　［００７５］　１つの非限定的な実施の形態において、図９を再度参照すると、ワイヤ
ー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６は、第一の断面積を有する少なくとも１つの第
一の電子フィールド２１８（すなわち、広い面積のフィールド）を放出することができる
。補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００は、第二の断面積を有する収束し
た電子フィールド７０２のような、第二の電子フィールドを放出することができる。色々
な実施の形態において、第一の断面積は、第二の断面積よりも大きくし、同一又はより小
さくすることができる。特定の電子フィールドが凝縮物、溶融材料中の固体部分、形成し
又は凝固するインゴットの領域、及び（又は）真空室のその他の領域に衝突したとき、電
子フィールドが包含する面積を意味するものとする。
【００６２】
　［００７６］　１つの非限定的な実施の形態において、補助ワイヤー放電イオンプラズ
マ電子エミッタ７００により放出された収束した電子フィールド７０２は、ワイヤー放電
イオンプラズマ電子エミッタ２１６により放出された広い面積の電子フィールドよりも小
さい断面積を有している。当該実施の形態において、収束した電子フィールド７０２は、
ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ２１６により放出された広い面積の電子フィー
ルドよりも収束させ且つ選択的により高電力（例えば、より高い電子密度及び（又は）よ
り高エネルギの電子）であるようにすることができる。収束した電子フィールド７０２の
高い電子密度は、アノードに対しより高電圧を印加して、例えば、アノードにてより多く
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のイオンを作り出し、このため、カソードから来るより多くの二次的電子を作り出すこと
により形成することができる。収束した電子フィールド７０２の電力は、増大又は減少さ
せて、溶融体の凝縮物又は固体部分を適当に溶融させることができる。かかる１つの実施
の形態において、カソードの電子の加速電圧（ｋＶ）、及び電子の電流（ｋＷ）は、例え
ば、適当に溶融させるよう変化させることができる。１つの非限定的な実施の形態におい
て、電子の電流（ｋＷ）を増大させ、より迅速な溶融を生じさせることができる。その他
の非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールド７０２を更に収束させ、収束
した電子フィールド７０２内の電子の密度を増し、これにより、より迅速な溶融を生じさ
せることもできる。
【００６３】
　［００７７］　１つの非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールド７０２
は、溶融合金２２６又は溶融プール２３１内の任意の凝縮物、凝固した部分及び（又は）
非溶融部分に向けることができる。更に、特定の実施の形態において、収束した電子フィ
ールド７０２は、溶融プール２３１に向け、溶融材料がインゴット２３２に凝固する状態
に影響を与えることができる。また、収束した電子フィールド７０２は、凝縮物を有する
室の壁２１５の領域に向け、溶融炉２１０の凝縮物又はその他の領域を溶融させることが
できる。
【００６４】
　［００７８］　図９を再度、参照すると、収束した電子フィールド７０２は、例えば、
ステアリングシステム７０４のようなステアリングシステムにより向けることもできる。
該ステアリングシステム７０４は、例えば、２つ以上の電子フィールド及び（又は）磁界
を発生させ、且つ操作して収束した電子フィールド７０２をステアし、その電子フィール
ドを溶融炉２１０の真空室２１４内の所望の領域に又は物に衝突させることができる。例
えば、磁気偏向のような、電子フィールドの方向の操作のため、当業者に知られた従来の
技術及び装置は、ステアリングシステム７０４内にて適当に使用し得るようにすることが
できる。電子フィールドを操作する技術及び装置は、当業者に知られていることを考えて
、これらについて本明細書にて詳細には説明しない。また、例えば、ステアリングシステ
ム７０４は、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタ７００により発生された収束
した電子フィールド７０２を溶融炉２１０の真空室２１４内の特定の領域の回りにて選択
的にラスター走査する設計とすることができる。電子ビームをラスター走査するため、当
業者に知られた色々な従来の技術及び装置は、ステアリングシステム７０４にて適当に使
用し得るようにすることができる。電子フィールドをラスター走査するかかる技術及び装
置は当業者に知られていることを考慮して、これらについて本明細書にて詳細には説明し
ない。１つの非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールド７０２をラスター
走査することは、フィールドを室の壁２１５上の凝縮材料の領域上にて迅速に動かし、炉
床２２４内にて材料の凝固部分又は非溶融部分上にて凝縮体を溶融させ、材料を溶融させ
且つ（又は）溶融プール２３１上にて材料を溶融させ、形成されるインゴット２３２の凝
固に所望通りの影響を与えることができる。また、収束した電子フィールド７０２のラス
ター走査を採用して余分な電力又はエネルギが収束した電子フィールド７０２により凝縮
体、凝固部分、及び（又は）収束したフィールド７０２が衝突する溶融材料に伝送される
可能性を無くし、又は少なくとも減少させるのを助けることができる。余分なエネルギ／
単位面積及び（又は）電子密度／単位面積を凝縮体、凝固部分、及び（又は）溶融材料に
加えることは、凝縮体又は材料中の揮発性成分を気化させ、このことは、室の壁２１５上
への材料の凝縮を悪化させる可能性がある。１つの非限定的な実施の形態において、ステ
アリングシステム７０４を使用して収束した電子フィールド７０２を溶融炉２１０内の任
意の適当な位置に向けることができる。
【００６５】
　［００７９］　１つの非限定的な実施の形態において、収束した電子フィールド７０２
に対するステアリングシステムは、選択的に作動させ、操作者が収束した電子フィールド
７０２を溶融及び（又は）再加熱を必要とする溶融体の特定の部分に特定的に向けること
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ができるようにする。かかる選択的なステアリングシステムは、ステアリング装置７０４
又はその他のステアリング装置を移動させ、これにより収束した電子フィールド７０２を
溶融体中の凝縮物の粒子上のような、真空室内の適当な領域に向けることができる。その
他の非限定的な実施の形態において、例えば、電磁石のような色々なステアリング装置を
真空室内にて適正に配列し、収束した電子フィールド７０２を真空室の所定の領域に向け
ることができ、且つ（又は）操作者によって、例えば、真空室の第一の所定の領域と真空
室の第二の所定の領域との間にて選択的に移動させることができる。
【００６６】
　［００８０］　図１０には、例えば、電子ビーム溶融炉６１０内に含めたワイヤー放電
イオンプラズマ電子エミッタのような、補助イオンプラズマ電子エミッタ７００´の別の
非限定的な実施の形態が示されている。電子ビーム溶融炉６１０の色々な要素は、図８に
含め且つ上述したように、参照番号により識別されている。補助イオンプラズマ電子エミ
ッタ７００´は、収束した電子フィールド７００に類似した収束した電子フィールド７０
２´を放出し、この電子フィールドは、炉床６４０内に配置された溶融材料６４２及び（
又は）溶融材料６４２中の固体（例えば、室の壁から落下した凝縮物）に衝突するように
することができる。１つの非限定的な実施の形態において、補助イオンプラズマ電子エミ
ッタ７００´は、例えば、上述した構造を有することのできるステアリングシステム７０
４´を含むことができる。
【００６７】
　［００８１］　図１１に概略図で示した１つの非限定的な実施の形態において、一例と
してのステアリングシステムは、補助イオンプラズマ電子エミッタ７００又は７００´（
全体的に「７００」にて表示）と共に使用し得るようにされている。補助イオンプラズマ
電子エミッタ７００の収束した電子フィールド７０２用のステアリングシステムは、第一
の磁気及び（又は）電気ステアリング装置７０６と、第二の磁気及び（又は）電気ステア
リング装置７０８とを備えることができる。第一のステアリング装置７０６を、収束した
電子フィールド７０２の第一の側部に配置し、第二のステアリング装置７０８を収束した
電子フィールド７０２の第二の側部に配置することができる。第一及び第二のステアリン
グ装置７０６、７０８は、収束した電子フィールド７０２を所望の方向に向けるよう変換
可能な磁界及び（又は）電界をその間にて発生させる構成とすることができる。その結果
、第一及び第二のステアリング装置７０６、７０８を使用して収束した電子フィールド７
０２を溶融炉の真空室の所望の領域又は位置に向けることができる。ステアリングシステ
ムは、追加的なステアリング装置を含み、収束した電子フィールド７０２を、真空室内の
任意の適当な方向に向けることができる。図１１に示した一例としてのステアリングシス
テムを使用して、収束した電子フィールド７０２を収束させ又は更に収束させることがで
きる。
【００６８】
　［００８２］　収束した電子フィールド７０２用のステアリングシステムの別の非限定
的な実施の形態が図１２に概略図で示されている。かかる１つの実施の形態において、ス
テアリングシステムは、収束した電子フィールド７０２（図１２に図示しないが、図面に
対し全体的に垂直に経路内に突き出している）の回りに位置決めされた２つ以上のステア
リング装置７１０を備えることができる。上記の第一及び第二のステアリング装置７０６
、７０８と類似して、ステアリング装置７１０は、収束した電子フィールド７０２に作用
する構成とされた磁界及び（又は）電界を各々発生させることができる。例えば、２つ以
上、３つ以上又は４つ以上のステアリング装置７１０を提供することにより、収束した電
子フィールド７０２は、溶融炉の真空室内の任意の所望の領域又は物に正確に向けること
ができる。当業者は、電子フィールドをステアリングするためのその他の従来のシステム
を本明細書にて上述した補助イオンプラズマ電子エミッタと共に使用して収束した電子フ
ィールド７０２の方向をステアすることができることが認識されよう。図１１の一例とし
てのステアリングシステムに類似して、図１２の一例としてのステアリングシステムを使
用して、電子フィールド７０２を収束し又はその収束した電子フィールドを更に収束する
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こともできる。
【００６９】
　［００８３］　１つの非限定的な実施の形態において、導電性の金属材料の溶融装置は
、第一の形状を有する断面外形を含む収束した電子フィールドを作り出す構成とされた補
助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタと、収束した電子フィールドを向けて導電性
の金属材料の少なくとも一部分に衝突させ、任意の固体の凝縮体又はその他の固体を溶融
させる構成とされたステアリングシステムとを備えることができる。収束した電子フィー
ルドを、ステアリングシステムによって溶融プール、又は形成し又は凝固するインゴット
のその他の領域に向け、インゴットの凝固動力学に有益な影響を与えることもできる。か
かる非限定的な実施の形態において、該装置は、第二の形状を有するワイヤー電極と、第
三の形状を有するカソードとを備えることができる。少なくとも１つの実施の形態におい
て、第一の形状は、第二の形状及び（又は）第三の形状に実質的に類似し又は同一のもの
とすることができる。電子フィールドの断面外形の第一の形状は、例えば実質的に円形、
三角形、矩形、四角形、長円形又は楕円形の形状とし、又は、任意のその他の適当な形状
とすることができる。このように、当業者は、収束した電子フィールドの断面外形の第一
の形状は、凝縮物の溶融、溶融体中の固体の溶融、溶融体中の金属材料の非溶融部分の溶
融、及び（又は）凝固するインゴットの溶融プールを所望の仕方にて加熱するのに適した
任意の形状とすることができることが認識されよう。例えば、実質的に三角形の断面外形
を有する収束した電子フィールドが所望である場合、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電
子エミッタは、実質的に三角形のワイヤー電極及び（又は）実質的に三角形のカソードを
含むことができる。
【００７０】
　［００８４］　１つの非限定的な実施の形態において、イオンプラズマ電子エミッタ又
は補助イオンプラズマ電子エミッタは、ワイヤー状のアノード以外のアノード（又はカチ
オンを作り出す電極）を備えることができる。かかる１つの実施の形態において、アノー
ドは、カソードから放出された収束した電子フィールドが容易に通過するのを許容する構
成とされた導電性の薄い板、シート又はフォイルとすることができる。その他の実施の形
態において、アノードは、任意のその他の適当な構成のものとすることができる。導電性
の薄い板、シート又はフォイルアノードは、実質的に円形、四角形、矩形、三角形、長円
形、楕円形又は任意のその他の適当な形状のような任意の適当な形状を有するものとする
ことができる。これら色々な形状又はその他の形状にてアノードを提供することにより、
断面積の形状又は広い面積の電子フィールド及び（又は）収束した電子フィールドの外形
を制御することができる。例えば、円形の断面形状を有する収束した電子フィールドを作
り出すため、円形の薄い板、シート又はフォイルアノードを使用することができる。１つ
の非限定的な実施の形態において、イオンプラズマ電子エミッタ又は補助イオンプラズマ
電子エミッタのカソードは、任意の適当な寸法を有する任意の導電性の薄い板、シート又
はフォイルから成るものとすることができる。この導電性の薄い板、シート又はカソード
のフォイルは、上述した色々なアノードの形状と類似した形状を有することができる。１
つの非限定的な実施の形態において、カソードの形状は、アノードの形状と共に作用し、
色々な形状の断面積又は外形を有する広い面積の電子フィールド又は収束した電子フィー
ルドを作り出すことができる。広い面積の電子フィールドを作り出すイオンプラズマ電子
エミッタは、一例としてのワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタに関して上述したが
、当業者は、「ワイヤー無し」又は「非直線状ワイヤ」アノードを有するイオンプラズマ
電子エミッタを使用することができ、これは、本発明の範囲に属することが認識されよう
。
【００７１】
　［００８５］　上述した色々なワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタと類似して補
助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの色々な非限定的な実施の形態は、カチオン
を保持するプラズマを作り出す構成とされた２つ以上の細長いワイヤーアノードを含むこ
とができ、プラズマカチオンは、カソードに衝突し、二次的電子のフィールド（すなわち
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、収束した電子フィールド）を発生させ、このフィールドは、例えば、溶融体中の固体の
介入物を減少させ得るように溶融させるべき、凝縮体のような、標的に衝突するよう加速
させる。細長いワイヤーアノードは、その厚さ寸法よりも実質的に大きい長さ寸法を有す
ることができる。「細長い」として説明したが、細長いワイヤーアノードは、任意の適当
な形状に形成することができる。補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタは、色々
なワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタに関して上述したものと実質的に同一又は全
体として類似した仕方の構造とすることができる。従って、色々なワイヤー放電イオンプ
ラズマ電子エミッタの上記の説明は、補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッタの設
計に関する本説明の一部とされている。更に、本発明による補助ワイヤー放電イオンプラ
ズマ電子エミッタの特定の非限定的な実施の形態の構造及び作用の仕方について以下に説
明する。
【００７２】
　［００８６］　上述したように、本発明に従った補助イオンプラズマ電子エミッタは、
例えば、実質的に円形、四角形、矩形、三角形、長円形、又は楕円形の断面外形、又は任
意のその他の適当な組み合わせた形状の別の断面外形のような、任意の適当な断面外形又
は形状を有する収束した電子フィールドを作り出す構成とすることができる。特定の非限
定的な実施の形態において、本発明に従った補助ワイヤー放電イオンプラズマ電子エミッ
タのような、補助イオンプラズマ電子エミッタは、実質的に矩形の形状の断面外形（図１
３及び図１４参照）又は実質的に円形の断面外形（図１５参照）を有する電子フィールド
を発生させることができる。図１３を参照すると、補助イオンプラズマ電子エミッタ８０
２は、カチオンを保持するプラズマを作り出す構成とされたワイヤーアノード又は導電性
の薄い板、シート又はフォイルアノード８１９（共に、８１９で表示）を含む、図４のプ
ラズマ領域３１４と類似したイオン化領域又はプラズマ領域と、カソード８１８を含む、
図４のカソード領域３１６に類似したカソード領域とを含むことができる。カソード８１
８は、任意の適当な形状を有することができる。プラズマ領域は、イオン化可能な気体を
低圧にて充填することができ、また、その気体は、プラズマ領域内にてイオン化し、カチ
オンを保持するプラズマを作り出すことができる。例えば、プラズマ領域は、例えば、約
２０ミルトルのヘリウム気体を充填することができる。細い直径のワイヤーアノード又は
導電性の薄い板、シート又はフォイルアノード８１９をプラズマ領域内に配置することが
できる。このアノード８１９は、図１３にて矩形の形状のものが示されているが、任意の
適当な形状を有することができる。正の電圧を高電圧の電源８２２によりアノード８１９
に印加し、ヘリウム気体をヘリウムカチオン及び自由な「一次的」電子を含むプラズマに
イオン化することができる。ヘリウム気体のイオン化が開始されたならば、プラズマは、
アノード８１９に電圧を印加することにより支えられる。プラズマ内の正に帯電したヘリ
ウムイオンは、高い負電位に維持された、図４の引出し格子３２６と類似した引出し格子
を通じてプラズマ領域から引き出され、且つ図４の高電圧の空隙３２８と類似した高い電
圧空隙を通じてカソード領域内に加速され、このカソード領域にて、プラズマ内のカチオ
ンは、高い負電圧に維持されたカソード８１８に衝撃する。カソード８１８は、例えば、
被覆し又は非被覆の金属又は合金とすることができる。１つの非限定的な実施の形態にお
いて、カソード８１８は、高い溶融温度及び低い作用関数を有する挿入体から成るものと
することができる。図６の高電圧の電源５２２のような、高電圧の電源は、例えば、２０
，０００ボルト以上の負電圧をカソード８１８に付与する。
【００７３】
　［００８７］　ヘリウムカチオンがカソード８１８に衝突すると、二次的電子はカソー
ド８１８から解放され、これにより収束した電子フィールドを形成する。高電圧の空隙は
、二次的電子をヘリウムカチオンの移動方向と反対の方向に加速し、引出し格子を通って
、プラズマ領域（導電性の板、シート又はフォイル（存在するならば））を通り、次に、
電子に対し相対的に透過性の材料にて出来た、図４の薄い金属フォイル窓部３２９に類似
した薄い金属フォイル窓部（存在するならば）を通じて加速する。上述したように、補助
電子エミッタ及び溶融炉の室内の相対的な気体圧力に依存して、電子透過性窓部を省略す
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ることが可能であり、この場合、補助電子エミッタにより作り出された電子は、直接、溶
融炉の真空室に入るであろう。
【００７４】
　［００８８］　図１３を更に参照すると、１つの非限定的な実施の形態において、アノ
ード８１９からの陽イオンを加速してカソード８１８に衝突させ、矩形又は実質的に矩形
の形状の断面外形を有する収束した電子フィールドを作り出すことができる。矩形の形状
又は実質的に矩形の形状のアノード８１９及びカソード８１８は、正に帯電したヘリウム
イオンがカソード８１８に透過するのを一層促進する設計及び配置とすることができる。
また、カソード８１８及び取出し格子は、二次的電子が取出し格子を透過する量を最大に
し、且つ電子透過性窓（存在するならば）（また、導電性の薄い板、シート又はフォイル
アノード（存在するならば））を透過するのに適したフィール外形を有するような設計及
び配置とすることができる。補助電子エミッタ８０２から出る活発な電子の収束したフィ
ールドは、溶融炉の真空室内の標的に衝突するよう向けることができる。また、電子透過
性窓（存在するならば）は、補助イオンプラズマ電子エミッタからの電子の透過を最大に
し得るよう可能な限り薄い寸法とすることができる。電子の十分な透過を許容する厚さを
有するアルミニウム型又はチタン型式のフォイルは、補助イオンプラズマ電子エミッタ８
０２内にて僅かな真空環境を維持しつつ、必要であれば、フォイル窓部として使用するこ
とができる。装置の窓部（存在するならば）として使用可能なその他の適当に丈夫で且つ
許容可能な電子透過性材料は、当業者に知られているであろう。本明細書にて全体として
説明したように、補助電子エミッタ８０２の内部と標的を保持する真空室との間の圧力差
が大きくないならば、窓部は省略してもよい。
【００７５】
　［００８９］　１つの実施の形態において、図１４を参照すると、補助イオンプラズマ
電子エミッタ９０２は、補助イオンプラズマ電子エミッタ８０２の特徴と類似した特定の
特徴を含むことができる。しかし、補助電子エミッタ９０２は、プラズマ領域内に位置決
めされた矩形又は実質的に矩形の形状のワイヤーアノード又は導電性の薄い板、シート又
はフォイルアノード（共に参照番号９１９）と、カソード領域内の矩形又は実質的に矩形
の形状のカソード９１８とを含んでいる。アノード９１９からの陽イオンはカソード９１
８に向けて加速し、矩形又は実質的に矩形の形状とし、且つ溶融体内にて及び（又は）形
成又は凝固するインゴットの領域の任意の凝縮体、凝固部分又は材料の非溶融部分に衝突
する構成とされた断面外形を有する収束した電子フィールドを作り出すことができる。補
助電子エミッタ９０２は、また、正電圧をアノード９１９に供給する構成とされた電源を
備えることもできる。図示しないが、カソード９１８はカソード９１８を高い負電圧に帯
電させる構成とされた電源に接続されることが理解されよう。
【００７６】
　［００９０］　図１５に示した１つの実施の形態において、本発明に従った補助電子エ
ミッタ１００２は、補助電子エミッタ８０２、９０２の特徴に類似した特定の特徴を含む
ことができる。しかし、補助電子エミッタ１００２は、プラズマ領域内に位置決めした円
形、又は実質的に円形のワイヤーアノード又は導電性の薄い板、シート又はフォイルアノ
ード（共に参照番号１０１９）と、カソード領域内に位置決めした円形、又は実質的に円
形のカソード１０１８とを含んでいる。アノード１０１９からの陽イオンは、カソード１
０１８に向けて加速し、円形又は実質的に円形の形状の断面外形を有し、溶融体中の任意
の凝縮体、凝固部分又は非凝固部分に、且つ（又は）形成し、又は凝固するインゴットの
領域に衝突する構成とされた収束した電子フィールドを作り出すことができる。補助電子
エミッタ１００２は、また、アノード１０１９に正電圧を供給する構成とされた電源を備
えることもできる。図示しないが、カソード１０１８は、カソード１０１８を高い負電圧
に帯電させる構成とされた電源に接続されることが理解されよう。
【００７７】
　［００９１］　本発明に従った色々な補助電子エミッタの電力は、アノードにより作り
出されたカチオンの密度及びカソードの負電圧に依存する。イオン化の間に作り出される
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イオン数は、アノードに印加される電圧に依存し（すなわち、より高電圧は単位時間当た
りより多数のイオンを発生させ、且つ作り出される電子フィールドの密度を増大させる）
、収束した電子フィールド中の電子エネルギは、カソードの負電圧に依存する。特定の理
論に拘束されることを意図するものではないが、本発明者は、真空室内の溶融凝縮は、比
較的高電力（例えば、電子密度及び電子エネルギ）を有する収束した電子フィールドを利
用することにより促進され、その理由は、任意の凝縮体が溶融体中にて真空室の別の領域
内に流動する前、その凝縮体が溶融するため真空室の特定の領域内にて利用可能な滞在時
間が限られているからである。同一の又は類似した理論は、溶融体中の凝固部分又は非溶
融部分を溶融させる場合にも当てはまる。
【００７８】
　［００９２］　１つの非限定的な実施の形態において、導電性の金属材料の溶融装置は
、真空室と、該真空室内に配置された炉床と、導電性の金属材料を溶融させる構成とされ
た溶融装置とを備えている。該装置は、また、少なくとも１つの鋳型と、鋳造装置と、真
空室内と連通し、且つ炉床から溶融した導電性の金属材料を受け取るよう位置決めされた
噴霧装置とを備えることもできる。該装置は、真空室内に又は真空室に隣接して配置され
、且つある断面積を有する収束した電子フィールドを真空室内に向けるよう位置決めされ
た補助イオンプラズマ電子エミッタを備えることができる。収束した電子フィールドは、
導電性の金属材料の一部分を溶融させ、又は再溶融させ、導電性材料中の固体の凝縮物を
溶融させ、ステアリング装置又はシステムを使用して導電性材料、固体の凝縮物及び凝固
するインゴットの領域に向けられたとき、凝固するインゴットの領域を加熱することの少
なくとも１つを行うのに十分なエネルギを有している。１つの非限定的な実施の形態にお
いて、溶融装置は、真空室内に又は真空室に隣接して配置され、且つ広い面積の電子フィ
ールドを真空室内に向けるよう位置決めされた少なくとも１つのイオンプラズマ電子エミ
ッタを備えている。広い面積の電子フィールドは、導電性の金属材料をその溶融温度まで
加熱するのに十分なエネルギを有している。別の非限定的な実施の形態において、溶融装
置は、導電性の金属材料をその溶融温度まで加熱するのに十分なエネルギを有する電子ビ
ームを放出する構成とされた少なくとも１つの熱イオン電子ビーム銃を備えることができ
る。
【００７９】
　［００９３］　１つの非限定的な実施の形態において、補助イオンプラズマ電子エミッ
タは、２つ以上の熱イオン電子ビーム銃を含む溶融炉と共に使用することができる。熱イ
オン電子ビーム銃を使用する溶融炉は、全体として、イオンプラズマ電子エミッタを使用
する溶融炉の圧力（例えば、４０μ（５．３Ｐａ）以上の圧力）又は３００μ（４０Ｐａ
）以上の圧力）よりも遥かに低い圧力（例えば、１０３から７．５μ（１０３から１Ｐａ
）から１５μ（２Ｐａ））の圧力を有する真空室を備えことを考えるならば、例えば、図
１０の電子透過性フォイル７０５のような電子透過性フォイルは、補助電子エミッタ７０
０´と真空室２１４との間に位置決めし、例えば、真空室２１４と補助電子エミッタ７０
０´との間にて別個の圧力を維持することができる。従って、溶融炉の運転圧力に関係な
く、２つ以上の熱イオン電子ビーム銃及び（又は）その他の適当な溶融装置を組み込んだ
溶融炉と共に、色々な補助電子エミッタを使用することができる。色々な実施の形態にお
いて、１つの溶融炉内にて任意の数の補助イオンプラズマ電子エミッタを使用することが
できる。
【００８０】
　［００９４］　１つの非限定的な実施の形態において、溶融炉内にて導電性材料を溶融
させる電子を発生する方法が提供される。該方法は、第一の非線形の形状を有するアノー
ドを提供するステップと、アノードに電圧を印加するステップと、アノードにて正のカチ
オンを保持するプラズマを作り出すステップとを備えることができる。「非線形の形状」
という語は、直線又は実質的に直線以外の形状を意味する。「非線形の形状」という語は
、また、例えば、細長いワイヤー電極５１６のような、上述した色々な電極の形状以外の
形状を有することを意味する。該方法は、第二の形状を有するカソードを提供するステッ
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プと、カソードをアノードに対して位置決めするステップと、カソードに電圧を印加する
ステップとを更に備えることができる。電圧は、カソードを負に帯電させる構成とするこ
とができる。該方法は、正のカチオンをカソードに向けて加速し、自由な二次的電子を発
生させるステップと、自由な二次的電子を使用して電子フィールドを形成するステップと
を更に備えることができる。電子フィールドは、第三の形状を有する断面外形を備えるこ
とができる。電子フィールドの第三の形状は、アノードの第一の非線形の形状、及び（又
は）カソードの第二の形状に相応するものとすることができる。１つの非限定的な実施の
形態において、電子フィールドの第三の形状は、アノードの第一の非線形の形状及び（又
は）カソードの第二の形状と実質的に同一とすることができる。色々な実施の形態におい
て、アノードは、導電性の細長いワイヤーアノードと、導電性の薄い板アノードと、導電
性の薄いシートアノードと、又は導電性の薄いフォイルアノードとを備えることができる
。
【００８１】
　［００９５］　１つの非限定的な実施の形態において、材料の加工方法は、金属及び金
属合金の少なくとも一方から成る材料を雰囲気圧力に対して低い圧力に維持された炉室内
に導入するステップと、第一のイオンプラズマ電子エミッタを使用して第一の断面積を有
する第一の電子フィールドを発生させるステップとを備えることができる。次に、炉室内
の材料に対して第一の電子フィールドを作用させ、材料を材料の溶融温度以上の温度まで
加熱することができる。該方法は、第二イオンプラズマ電子エミッタを使用して第二の断
面積を有する第二の電子フィールドを発生させるステップを備えることができる。材料中
の固体の凝縮体、材料の凝固部分、凝固するインゴットの領域の少なくとも１つに対して
、ステアリング装置を使用して第二の電子フィールドを作用させ、特定の標的を溶融させ
又は加熱する。また、第一の電子フィールドの第一の断面積は、第二の電子フィールドの
第二の断面積よりも大きくし又はそれと異なるものとすることができる。第一のイオンプ
ラズマ電子エミッタ及び第二のイオンプラズマ電子エミッタ内の圧力は、炉室から出ると
き、同一の又は実質的に同一の圧力に維持することができる。その他の非限定的な実施の
形態において、炉室内の圧力は、例えば、第一のイオンプラズマ電子エミッタ及び第二の
プラズマ電子エミッタ内の圧力よりも低い圧力に維持することができる。
【００８２】
　［００９６］　別の非限定的な実施の形態において、材料の加工方法は、金属及び金属
合金の少なくとも一方から成る材料を雰囲気に対して低い圧力に維持された炉室内に導入
するステップと、炉室内の材料に対して材料を材料の溶融温度以上の温度まで加熱する構
成とされた溶融装置を作用させるステップとを備えることができる。該方法は、補助イオ
ンプラズマ電子エミッタを使用して収束した電子フィールドを発生させるステップと、材
料中の任意の凝縮物、材料の任意の凝固部分、形成し又は凝固するインゴットの領域の少
なくとも一方に対してステアリング装置を使用して収束した電子フィールドを作用させ、
凝縮物、凝固部分、及び形成し又は凝固するインゴットの領域の少なくとも１つを溶融さ
せ又は加熱するステップとを備えることもできる。色々な非限定的な実施の形態において
、溶融装置は、少なくとも１つの熱イオン電子ビーム銃又は少なくとも１つのイオンプラ
ズマ電子エミッタを備えることができる。
【００８３】
　［００９７］　更にその他の非限定的な実施の形態において、材料の加工方法は、補助
イオンプラズマ電子エミッタを使用して第一の形状を有する断面外形を含む収束した電子
フィールドを発生させるステップと、収束した電子フィールドをステアして収束した電子
フィールドを材料に衝突させ、且つ材料中の任意の固体の凝縮物、材料の任意の凝固部分
及び（又は）形成し又は凝固するインゴットの領域の少なくとも１つを溶融させ又は加熱
するステップとを備えることができる。また、該方法は、第二の形状を有する電極と、第
三の形状を有するカソードとを使用して収束した電子フィールドを発生させるステップを
備え、第一の形状は、第二の形状及び（又は）第三の形状と実質的に類似したものとする
。１つの非限定的な実施の形態において、補助イオンプラズマ電子エミッタから放出され
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た発生した収束した電子フィールドは、実質的に円形の断面外形と、実質的に矩形の断面
外形との一方を有するものとすることができる。かかる収束した電子フィールドは、例え
ば、実質的に円形の電極又はアノード、及び実質的に円形のカソード又は実質的に矩形の
電極又はアノード及び実質的に矩形の形状のカソードを使用して発生させることができる
。
【００８４】
　［００９８］　上記の説明は、必然的に、限られた数の実施の形態のみを示すものであ
るが、当業者は本明細書にて説明し、且つ図示した例の装置及び方法並びにその他の詳細
の色々な変更を為すことができ、かかる改変例は、本明細書及び請求の範囲に示した本発
明の原理及び範囲内にあることが理解されよう。例えば、本明細書は、必然的に、本発明
に従った電子ビーム溶融炉の限られた数の実施の形態のみを示したものであり、また、必
然的に、限られた数のイオンプラズマ電子エミッタ及び補助イオンプラズマ電子エミッタ
の設計を示すものであるが、本明細書及び関係した請求項はそのように限定されるもので
はないことが理解されよう。当業者は、本発明を検討したとき、追加的なイオンプラズマ
電子エミッタ及び補助イオンプラズマ電子エミッタの設計を容易に識別し、且つ本明細書
にて説明した必然的に限られた数の実施の形態の思想に沿った追加的な炉の設計を理解す
ることができるであろう。このため、本発明は、本明細書に開示し又は含めた特定の実施
の形態に限定されるものではなく、請求項により規定された本発明の思想及び範囲に属す
る改変例を包含することを意図するものである。当業者は、その発明の広い着想から逸脱
せずに、上記の実施の形態に対して変更を加えることができることが理解されよう。

【図１】 【図２】
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